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はじめに

日頃より、皆さまのご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。

このたび、当社のより良い経営への取組み、事業概要および財務状況などをわかりやすくご紹介させていただくため、
本誌「そんぽ２４の現状 2014」を作成いたしました。

本誌が、当社をご理解いただくうえで、少しでもお役に立てば幸いです。

今後とも温かいご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

当社のオリジナル・キャラクター「ハナコアラ」は、

お客さまにとって親しみやすい保険会社になりたいと

いう想いから生まれました。
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代表的な経営指標等

取締役社長　原田　　肇

ごあいさつ

　日頃は皆さま方より格別のお引き立てを

賜り、誠にありがとうございます。

　2013年度も多くのお客さまに新たなご契

約をいただき、正味収入保険料は前年度と

比べ6.0％増となりました。2001年3月の営業

開始以来、これまで着実に事業規模を拡大

できておりますのも、ひとえに皆さまのご支

援の賜物であり、心より感謝申し上げます。

　当社は、顔の見える身近な通販型損保とし

て、媒介代理店を通じて「そんぽ２４自動車

保険」をお客さまに広くご案内しています。

また、万一の事故の際には、日本興亜損保の

全国ネットワークと連携し、迅速かつきめ細

やかな事故解決サービスを提供することで、

そんぽ２４だからできる安心をお届けして

います。

　2013年度は、ご契約いただいた方への

感謝の気持ちを込めた「そんぽ２４ご契約

ありがとうキャンペーン」をはじめとしたお

客さま向けの各種プレゼントキャンペーン

を実施し、お客さまとのコミュニケーション

の強化に取り組むとともに、お客さまの満足

度を高めるための商品改定やサービスの拡

充も図りました。

　今後も引き続きお客さまと当社を直接つ

なぐコールセンターやウェブサイトに寄せら

れたお客さまからのご意見・ご要望を、さら

なる品質向上に向けた原動力とし、役職員

全員で常にお客さま視点に立った商品・

サービス内容の充実に努めてまいります。

　一方、法令等遵守、リスク管理、顧客情報

保護、迅速かつ適時・適切な保険金のお支

払いなどの内部管理についても常に改善を

図り、経営の健全性・透明性をより一層高め

ることで、お客さまに真に信頼いただける保

険会社であり続けられるよう、今後も継続し

て取り組んでまいります。

　本誌でも掲載させていただいている「そ

んぽ２４宣言」は、当社役職員一同から、お

客さまをはじめ、代理店の皆さま、すべての

ステークホルダーの皆さまへのメッセージ

です。当社では、これからも全役職員が「そん

ぽ２４宣言」に基づき、皆さま一人ひとりと

の絆を大切にし、身近で親しみやすく頼りに

なる保険会社であり続けるよう、誠心誠意努

力してまいります。

　今後とも当社へのなお一層のご愛顧、お引

き立てを賜りますようお願い申し上げます。

　ご契約者から受領した保険料に、保険金支払負担の平均化･分散
化を図るための他の保険会社との再保険契約のやり取りを加減し
た金額であり、売上規模を示す指標です。

　正味収入保険料に対する正味支払保険金および損害調査費の割合の
ことで、保険会社の経営分析や保険料率の算出に用いられるものです。

　上記の経常損失に固定資産処分損益や価格変動準備金繰入額な
どの特別損益、法人税及び住民税、法人税等調整額を加減したもの
で、事業年度に発生した全取引によって生じた損益を示すものです。

　上記の総資産額から、責任準備金などの負債額を控除したもの
で、具体的には貸借対照表上の「純資産の部合計」です。損害保険会
社の担保力を示すものです。

　損害保険会社が保有する資産の総額で、具体的には貸借対照表上
の「資産の部合計」です。損害保険会社の資産規模を示すものです。

　巨大災害の発生や、保有資産の大幅な価格下落など、通常の予測を
超えて発生しうる危険に対する、資本金・準備金等の支払余力の割合
を示す指標です。行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性
を判断するために活用されており、この数値が200％以上であれば「保
険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

　「その他有価証券」の時価評価後の金額と時価評価前の金額の差
額を指します。財務諸表上は、この評価差額から税金相当額を控除
した金額を、貸借対照表の純資産の部に「その他有価証券評価差額
金」として計上しています。

　正味収入保険料に対する保険事業上の経費の割合のことで、正
味損害率と同様に、保険会社の経営分析や保険料率の算出に用い
られるものです。この経費には、諸手数料と営業費及び一般管理費
のうちの保険引受に係る金額が含まれます。

　正味収入保険料などの保険引受収益から、保険金・損害調査費などの
保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、その
他収支を加減したもので、保険本業での最終的な損益を示すものです。

　正味収入保険料、利息及び配当金収入、有価証券売却益などの経
常収益から、正味支払保険金、有価証券売却損、営業費及び一般管
理費などの経常費用を差し引いたもので、経常的に発生する取引
から生じた損益を示すものです。

　貸付金のうち、保険業法施行規則第59条の2第1項第5号ロに基
づき開示している不良債権額です。貸付金の価値の毀損の危険性､
回収の危険性などに応じて、「破綻先債権」､「延滞債権」、「3カ月以
上延滞債権」､「貸付条件緩和債権」の4つに区分されています。

　損害保険会社としての資産の健全化を図るためには、不良債権
などについて適切な償却･引当等の処理が必要となります。資産自
己査定とはこの処理を適切に行うために、保有資産の価値の毀損の
危険性などに応じて、自らで保有資産を分類区分することであり、債
務者の状況および債権の回収可能性の評価により、資産を回収リス
クの低い方からⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの4段階に分類します。このうち、Ⅰ分
類は回収の危険性または価値の毀損の可能性において問題のない
資産です。Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ分類は何らかの回収の危険性または価値の毀
損の可能性がある資産であり､これらの合計が「分類額」です。
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　2013年度も多くのお客さまに新たなご契

約をいただき、正味収入保険料は前年度と

比べ6.0％増となりました。2001年3月の営業

開始以来、これまで着実に事業規模を拡大

できておりますのも、ひとえに皆さまのご支

援の賜物であり、心より感謝申し上げます。

　当社は、顔の見える身近な通販型損保とし

て、媒介代理店を通じて「そんぽ２４自動車

保険」をお客さまに広くご案内しています。

また、万一の事故の際には、日本興亜損保の

全国ネットワークと連携し、迅速かつきめ細

やかな事故解決サービスを提供することで、

そんぽ２４だからできる安心をお届けして

います。

　2013年度は、ご契約いただいた方への

感謝の気持ちを込めた「そんぽ２４ご契約

ありがとうキャンペーン」をはじめとしたお

客さま向けの各種プレゼントキャンペーン

を実施し、お客さまとのコミュニケーション

の強化に取り組むとともに、お客さまの満足

度を高めるための商品改定やサービスの拡

充も図りました。

　今後も引き続きお客さまと当社を直接つ

なぐコールセンターやウェブサイトに寄せら

れたお客さまからのご意見・ご要望を、さら

なる品質向上に向けた原動力とし、役職員

全員で常にお客さま視点に立った商品・

サービス内容の充実に努めてまいります。

　一方、法令等遵守、リスク管理、顧客情報

保護、迅速かつ適時・適切な保険金のお支

払いなどの内部管理についても常に改善を

図り、経営の健全性・透明性をより一層高め

ることで、お客さまに真に信頼いただける保

険会社であり続けられるよう、今後も継続し

て取り組んでまいります。

　本誌でも掲載させていただいている「そ

んぽ２４宣言」は、当社役職員一同から、お

客さまをはじめ、代理店の皆さま、すべての

ステークホルダーの皆さまへのメッセージ

です。当社では、これからも全役職員が「そん

ぽ２４宣言」に基づき、皆さま一人ひとりと

の絆を大切にし、身近で親しみやすく頼りに

なる保険会社であり続けるよう、誠心誠意努

力してまいります。

　今後とも当社へのなお一層のご愛顧、お引

き立てを賜りますようお願い申し上げます。

　ご契約者から受領した保険料に、保険金支払負担の平均化･分散
化を図るための他の保険会社との再保険契約のやり取りを加減し
た金額であり、売上規模を示す指標です。

　正味収入保険料に対する正味支払保険金および損害調査費の割合の
ことで、保険会社の経営分析や保険料率の算出に用いられるものです。

　上記の経常損失に固定資産処分損益や価格変動準備金繰入額な
どの特別損益、法人税及び住民税、法人税等調整額を加減したもの
で、事業年度に発生した全取引によって生じた損益を示すものです。

　上記の総資産額から、責任準備金などの負債額を控除したもの
で、具体的には貸借対照表上の「純資産の部合計」です。損害保険会
社の担保力を示すものです。

　損害保険会社が保有する資産の総額で、具体的には貸借対照表上
の「資産の部合計」です。損害保険会社の資産規模を示すものです。

　巨大災害の発生や、保有資産の大幅な価格下落など、通常の予測を
超えて発生しうる危険に対する、資本金・準備金等の支払余力の割合
を示す指標です。行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性
を判断するために活用されており、この数値が200％以上であれば「保
険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

　「その他有価証券」の時価評価後の金額と時価評価前の金額の差
額を指します。財務諸表上は、この評価差額から税金相当額を控除
した金額を、貸借対照表の純資産の部に「その他有価証券評価差額
金」として計上しています。

　正味収入保険料に対する保険事業上の経費の割合のことで、正
味損害率と同様に、保険会社の経営分析や保険料率の算出に用い
られるものです。この経費には、諸手数料と営業費及び一般管理費
のうちの保険引受に係る金額が含まれます。

　正味収入保険料などの保険引受収益から、保険金・損害調査費などの
保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、その
他収支を加減したもので、保険本業での最終的な損益を示すものです。

　正味収入保険料、利息及び配当金収入、有価証券売却益などの経
常収益から、正味支払保険金、有価証券売却損、営業費及び一般管
理費などの経常費用を差し引いたもので、経常的に発生する取引
から生じた損益を示すものです。

　貸付金のうち、保険業法施行規則第59条の2第1項第5号ロに基
づき開示している不良債権額です。貸付金の価値の毀損の危険性､
回収の危険性などに応じて、「破綻先債権」､「延滞債権」、「3カ月以
上延滞債権」､「貸付条件緩和債権」の4つに区分されています。

　損害保険会社としての資産の健全化を図るためには、不良債権
などについて適切な償却･引当等の処理が必要となります。資産自
己査定とはこの処理を適切に行うために、保有資産の価値の毀損の
危険性などに応じて、自らで保有資産を分類区分することであり、債
務者の状況および債権の回収可能性の評価により、資産を回収リス
クの低い方からⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの4段階に分類します。このうち、Ⅰ分
類は回収の危険性または価値の毀損の可能性において問題のない
資産です。Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ分類は何らかの回収の危険性または価値の毀
損の可能性がある資産であり､これらの合計が「分類額」です。

13,023百万円

68.1％

29.7％

530百万円

151百万円

164百万円

708.1％

20,484百万円

6,388百万円

40百万円

該当なし

－百万円

正味収入保険料

正 味 損 害 率

正味事業費率

保険引受損失

経　常　損　失

当 期 純 損 失

　　単体
ソルベンシー・
マージン比率

総　資　産　額

純　資　産　額

その他有価証券
評　価　差　額

リスク管理債権

資産自己査定
結果における
分　類　額　計

2012年度

13,799百万円

64.3％

29.1％

412百万円

391百万円

400百万円

633.9％

21,703百万円

5,979百万円

28百万円

該当なし

－百万円

2013年度 用語説明



グループ経営理念等

44

社員一人ひとりがグループの代表であるとの自覚のもと、スピードとチャレンジを大切にし、
真っ先に一歩を踏み出す姿勢を表現したものです。

経営理念等の実現に向け、グループ一丸となって取り組んでいきます。

損保ジャパン日本興亜グループは、お客さまの視点ですべての価値判断を行い、保険を基盤と
してさらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安心・安全・健康に資する最高品質のサービス
をご提供し、社会に貢献します。
※上記の記載は、2014年9月1日の「損保ジャパン日本興亜グループ」へのグループ名変更を前提としています。

グループ経営理念

そんぽ２４損害保険株式会社は、損保ジャパン日本興亜グループの一員です。
※株式会社損害保険ジャパン（以下「損保ジャパン」）と日本興亜損害保険株式会社（以下「日本興亜損保」）は、関係当局の認可等を前提に、2014 年9月1日

に合併し、社名を「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」に変更します。
※ＮＫＳＪホールディングス株式会社は、損保ジャパンと日本興亜損保の合併と同時に、社名を「損保ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社」に変更します。

また、グループ名を「損保ジャパン日本興亜グループ」に変更します。

グループ行動指針

目指す企業グループ像

お客さまに最高品質のサービスをご提供するために
1.	 	 一人ひとりがグループの代表であるとの自覚のもと、お客さまの声に真摯に耳を傾け、	
行動することに努めます。

2.	 	 自ら考え、学び、常に高い目標に向かってチャレンジします。
3.	  「スピード」と「シンプルでわかりやすく」を重視します。
4.	 	 誠実さと高い倫理観をもって行動します。

真のサービス産業として、「お客さま評価日本一」を原動力に、世界で伍していくグループを	
目指します。

グループスローガン

グループの概要



グループの概要
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※上記の記載は、2014年9月1日の「損保ジャパン日本興亜グループ」へのグループ名変更を前提としています。

グループの事業領域と主なグループ会社

当グループは、国内損害保険事業を中心に、国内生命保険事業、海外保険事業などさまざまな
事業を展開しています。

国内損害保険事業

グループの中核事業であり、高品質な商品・サービス
を提供することにより、お客さまに安心・安全をお届け
しています。代理店販売の損保ジャパン・日本興亜損
保、媒介代理店を通じた通信販売のそんぽ２４、ダイレ
クト販売のセゾン自動車火災があります。

損保ジャパンと日本興亜損保は、2014年9月1日に
合併し、新会社「損保ジャパン日本興亜」となります。
今後は、新会社が一層強固な事業基盤のもと収益力の
最大化を図り、両社で培ってきた強みを１つの会社とし
て発揮できるよう、取組みを加速させていきます。

海外保険事業

グループの成長戦略の一翼を担う事業と位置づけ、戦略
的に選定した国・地域に経営資源を投入し、グループ収益
の拡大に取り組んでいます。これまで主軸であった日系企
業に対するグローバルベースでの高品質な保険サービス
の提供に加え、海外ローカルマーケットにおける事業拡大
も図っています。

また、損 保ジャパ ンは2014年5月にキャノピアス社
（Canopius Group Limited）を買収しました。キャノピアス

社は、英国ロイズ保険マーケットを中心にグローバルに保
険引受事業を展開するキャノピアス・グループの持株会社
です。この買収を通じて海外スペシャルティマーケットに
参入し、海外保険事業の一層の拡大を実現します。

国内生命保険事業

グループ事業のなかで高い成長性を有している分野
であり、国内損害保険事業に続く第二の収益源としてさ
らなる「成長の加速」を目指しています。

NKSJひまわり生命は損害保険代理店による販売を主
体とし、損害保険のお客さまに対する生命保険商品のご
案内を推進しています。医療保険『新・健康のお守り』を
はじめ、「たばこを吸わない」などの基準によって保険
料が安くなる収入保障保険『家族のお守り』など、特長の
あるラインアップを取りそろえています。

金融サービス事業

お客さまの資産形成に関するサービスを提供するア
セットマネジメント事業や確定拠出年金事業、ロードア
シスタンスサービスなどを提供するアシスタンス事業、
お客さまのリスクマネジメント活動を支援するリスクコ
ンサルティング事業、健康維持・増進やメンタルヘルス
対策に関するサービスを提供するヘルスケア事業など、
保険事業の枠を超えたビジネスフィールドの拡大を図っ
ています。

グループの概要

海外ネットワーク

NKSJひまわり生命

■ アセットマネジメント事業
■ アシスタンス事業
■ リスクコンサルティング事業
■ ヘルスケア事業
■ 確定拠出年金事業

損保ジャパン
日本興亜損保
そんぽ２４
セゾン自動車火災

国内
生命保険
事業

国内
損害保険
事業

金融サービス
事業

海外保険
事業

※
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グループストラクチャー　　　　　　　　　　　　　　　 （2014年7月1日現在） 

海外保険事業

海外ネットワーク

国内生命保険事業

金融サービス事業

Ｎ
Ｋ
Ｓ
Ｊ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

国内損害保険事業

損保ジャパン日本興亜※2
そんぽ２４

（通信販売損保事業）

セゾン自動車火災

損保ジャパン

日本興亜損保 ２０１４年９月1日
合併予定

ＮＫＳＪひまわり生命※3

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント

プライムアシスタンス

全国訪問健康指導協会

損保ジャパン日本興亜ヘルスケアサービス

損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント

損保ジャパンＤＣ証券※4

（アセットマネジメント事業）

（アシスタンス事業）

（ヘルスケア事業）

（リスクコンサルティング事業）

（確定拠出年金事業）

※1 NKSJホールディングスは、2014年9月1日に社名を「損保ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社」に変更します。
※2 損保ジャパンと日本興亜損保は、関係当局の認可等を前提に、2014年9月1日に合併し、「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」と

なります。
※3 NKSJひまわり生命は、関係当局の認可等を前提に、2014年9月1日に社名を「損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社」に変更

します。
※4 損保ジャパンDC証券は、2014年9月1日に社名を「損保ジャパン日本興亜DC証券株式会社」に変更します。

※1
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2 0 1 4 年 9月1日「損保ジャパン日本興亜」誕生

株式会社損害保険ジャパン（以下「損保ジャパン」）と日本興亜損害保険株式会社（以下「日本興亜損保」）は、
2014年9月1日に合併し、「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」（以下「損保ジャパン日本興亜」）となります。

NKSJホールディングス株式会社は、損保ジャパンと日本興亜損保の合併と同時に、社名を「損保ジャパン日本興亜
ホールディングス株式会社」に、グループ名を「損保ジャパン日本興亜グループ」にそれぞれ統一し、グループブラ
ンドを高めていきます。

※損保ジャパンと日本興亜損保の合併は、関係当局の認可等を前提としています。

東京火災
1887年 7月

日本傷害
1911年 5月

安田火災海上 日産火災海上

日本火災
1892年 5月

中外海上
1918年 4月

日本火災海上 興亜火災海上大成火災海上

損保ジャパン
2002年 7月

日本興亜損保
2001年 4月

損保ジャパン日本興亜
（2014年 9月 1日 合併予定）

NKSJホールディングス
2010 年 4月1日 経営統合

損保ジャパン日本興亜ホールディングス
2014 年 9月1日 社名変更

[シンボルマークの意味]

シンボルマークの愛称は、「The Global Ring」です。

絶対的な安定と調和を感じさせる赤の正円は、日本の象徴。

明日の方向を指し示し牽引するプラチナの環は、

損保ジャパン日本興亜グループが未来に向かって世界中の人々と

取り結んでいく“新しい信頼”の象徴です。

この正円と環をダイナミックに組み合わせることで、

日本を代表するブランドとして

「世界で伍していくグループ」を目指すという私たちの

ビジョンを表現しています。

損保ジャパン日本興亜グループのシンボルマーク

グループの概要



グループの経営戦略

8

グループ経営基本方針

基本戦略

当グループは、収益ドライバーである国内損害保険
事業の収益力をより一層向上させ、経営資源を国内生
命保険事業や海外保険事業などの成長分野へシフトさ
せることにより、バランスの良い事業ポートフォリオを

構築します。さらに、複数の成長ドライバーにより拡大
した収益を活用することにより、さらなる成長事業への
投資を行い、持続的成長サイクルに乗せていきます。

当グループは、国内損害保険事業の収益力向上を基点として、成長分野への経営資源シフトを
積極的に進め、グループの持続的成長と企業価値の向上を目指します。

1.	 サービス品質の追求
すべての業務プロセスにおいて品質の向上に取
り組み、最高品質のサービスをご提供すること
により、お客さまに最も高く評価されるグルー
プになることを目指します。

2.	 持続的な成長による企業価値の拡大
目指す企業グループ像の実現に向け、成長分野
へ戦略的に経営資源を投入することにより、グ
ループベースでの持続的成長を実現し、企業価
値の拡大を目指します。

3.	 事業効率の追求
あらゆる分野において、グループで連携し最大
の力を発揮することにより、事業効率を高め、安
定した事業基盤を築きます。

4.	 透明性の高いガバナンス態勢
保険・金融事業等の社会的責任と公共的使命を
認識し、透明性の高いガバナンス態勢の構築と
リスク管理、コンプライアンスの実効性確保を事
業展開の大前提とします。

5.	社会的責任の遂行
環境・健康・医療等の社会的課題に対して本業
の強みを活かしつつ、ステークホルダーとの積
極的な対話を通じて、企業としての社会的責任
を果たし、持続可能な社会の実現に貢献します。

6.	 活力ある風土の実現
グループ内の組織活性化を積極的に図り、自由
闊達・オープンで活力溢れるグループを実現
し、社員とともに成長します。

2015年度

収益ドライバーは
国内損害保険事業 複数のドライバーによる成長軌道へ 持続的成長サイクルへ

海外保険事業

国内生命保険事業

金融サービス事業

海外保険事業

国内生命保険事業

国内損害保険事業

成長分野の収益拡大

収益力向上を進めつつ
成長事業へ戦略投資

ボトムラインの拡大により 
経営資源配分を継続

持
続
的
成
長

2009年度



グループ経営計画（201 5年度まで）

9

経営計画のポイント

2 0 1 5 年度の経営数値目標（修正利益ベース）

国内損害保険事業

■損保ジャパンと日本興亜損保の合併により、業界
トップレベルの効率性と収益性を実現
■主力の自動車保険中心に収支改善の取組みを強化
■媒介代理店を通じた通信販売のそんぽ２４、ダイレ
クト販売のセゾン自動車火災を活かし、多様なお客
さまのニーズに対応

国内生命保険事業

■損害保険代理店ネットワークを最大限活用する販売
戦略と、収益性の高い保障性商品に注力する商品戦
略により、収益を伴った成長を持続

海外保険事業

■明確化した投資対象マーケットを中心にセレクティ
ブで規律をもった投資を実行
■損保ジャパンと日本興亜損保の合併に向けて海外
拠点を統合し、効率性を向上

金融サービス事業

■アセットマネジメント事業、アシスタンス事業、リスク
コンサルティング事業、ヘルスケア事業などお客さ
まの安心・安全・健康に資するサービス事業の拡大

■資本・リスク・リターンのバランスを適切にコントロールし、企業価値を最大化

ＥＲＭ・資本政策

グループの概要

 65 億円国内損害保険事業

国内生命保険事業 857億円

海外保険事業 78億円

金融サービス事業 15 億円

修正連結利益 1,015

2013年度（実績） 2015年度（計画）

億円

修正連結ROE 4.3%

700 ～800億円

1,000～1,100億円

140～200億円

20～30億円

1,800～2,100億円

7% 以上



そんぽ2 4宣言1

■私たちの信条

・私たちは、一人ひとりのお客さまとの絆を大切にし、お客さまにとって安心できる保険商品を
提供する身近で親しみやすく頼りになる保険会社であり続けます。

・私たちは、お客さまの利益と満足の実現のために、お客さまの声に真摯に耳を傾け、常により
よい保険商品・サービスを生み出すことにひたすら挑戦し続けます。

・私たちは、保険事業の高い公共的使命と企業としての社会的責任を常に認識し、法令等のルー
ルや企業倫理にのっとった誠実かつ適正な企業活動を通じて社会から信頼される保険会社を目
指します。

・私たちは、「そんぽ２４らしさ」を大切にし、オープンな社風の下でお客さまを始めとするス
テークホルダーとの積極的なコミュニケーションを行います。 

■自動車保険の原点を忘れない

・私たちの業務は、自動車事故に遭われたお客さまのためにあることを常に自覚し、お客さまが
自動車事故に遭われた時の衝撃や不安を分かち合い、最小限に止めます。

・お客さまが万が一自動車事故に遭われた場合の対応こそが私たちの使命であり、親身になって
丁寧かつ迅速な保険サービスを提供します。

・自動車を運転されるお客さまにとって自動車保険は必需品であるからこそ、私たちは適正な価
格で安心できる補償を提供します。

・私たちは、お客さまに少しでも割安な保険料で自動車保険を提供し、品質の高い保険サービス
を安定的に継続してお届けします。そのためには、贅沢をしない保険会社であり続けます。 

■自動車保険をもっと手軽に

・私たちは、お客さまがより簡単に自動車保険を理解できるように、シンプルでわかりやすい保
険商品を提供し続けます。

・私たちは、保険加入の際の申込書を不要としており、お客さまがより簡単な手続きで申し込む
ことができる自動車保険を提供し続けます。

・私たちは、お客さまの相談・問い合わせに対して「そんぽ２４だからできる」親身に真心を込
めた対応を提供します。

そんぽ２４宣言

　当社では、グループ経営理念等を当社の業務・サービスに沿って具体化した「そんぽ２４宣言」をお客さまへの
メッセージとして公表しています。全役職員が「そんぽ２４宣言」に基づいて業務に取り組みます。

会社の現状
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経営理念等

会社の沿革

■私たちの信条
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■自動車保険の原点を忘れない
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・お客様が万が一自動車事故に遭われた場合の対応こそが私たちの使命であり、親身になって丁
寧かつ迅速な保険サービスを提供します。 
・自動車を運転されるお客様にとって自動車保険は必需品であるからこそ、私たちは適正な価格
で安心できる補償を提供します。 
・私たちは、お客様に少しでも割安な保険料で自動車保険を提供し、品質の高い保険サービスを
安定的に継続してお届けします。そのためには、贅沢をしない保険会社であり続けます。 

■自動車保険をもっと手軽に
・私たちは、お客様がより簡単に自動車保険を理解できるように、シンプルでわかりやすい保険
商品を提供し続けます。 
・私たちは、保険加入の際の申込書を不要としており、お客様がより簡単な手続きで申し込むこ
とができる自動車保険を提供し続けます。 
・私たちは、お客様の相談・問い合わせに対して「そんぽ２４だからできる」親身に真心を込め
た対応を提供します。 

そんぽ２４宣言

1999年12月

2000年  7月

2001年 2月

3月

5月

2004年 4月

7月

10月

2005年 1月

12月

2006年 6月

2007年 3月

12月

2011年11月

安田ライフダイレクトリサーチ株式会社（準備会社）設立
　資本の額　　9.8億円（うち資本金4.9億円、資本準備金4.9億円）
　本社所在地　東京都新宿区西新宿2-3-1

本社移転
　新本社所在地　東京都豊島区東池袋3-1-1

安田ライフダイレクト損害保険株式会社へ改組、名称変更、資本増額
　新資本の額　180億円（うち資本金90億円、資本準備金90億円）

事業免許取得、営業開始

安田生命保険相互会社（現、明治安田生命保険相互会社）との代理店委託契約締結

ダイレクトライングループリミテッドから明治安田生命保険相互会社への当社株式譲渡実施

明治安田生命保険相互会社、安田ライフ損害保険株式会社（現、明治安田損害保険株式会社）から
日本興亜損害保険株式会社への当社株式譲渡実施

そんぽ２４損害保険株式会社へ名称変更

資本増額（100億円）　　
　新資本の額　280億円（うち資本金140億円、資本準備金140億円）

朝日生命保険相互会社との代理店委託契約締結

太陽生命保険株式会社との代理店委託契約締結

資本増額（100億円）
　新資本の額　380億円（うち資本金190億円、資本準備金190億円）

金融機関窓口における自動車保険販売解禁に伴い、金融機関への代理店委託を開始

ペット＆ファミリー少額短期保険株式会社のペット保険の取扱いを開始

　当社は、Ｗｅｂサイト・コールセンターを通じて直接お客様に自動車保険サービスを提供する日本興亜保険グルー
プの損害保険会社です。
　当社では、全役職員が次の「そんぽ２４宣言」を行動指針として業務に取り組んでいます。

2
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株主・株式の状況

（1）基本事項

（2）株式分布状況および株主

株主総会開催時期
決算期日
公告の方法

毎年4月1日から4カ月以内
毎年3月31日
電子公告

（2014年3月31日現在）

380,000株

株主名称

日本興亜損害保険株式会社

住　所

東京都千代田区霞が関3-7-3

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

100％

持株数

（3）資本の額の推移・新株の発行
（2014年3月31日現在）

980,000千円

1,480,000千円

4,500,000千円

18,000,000千円

28,000,000千円

38,000,000千円

980,000千円

500,000千円

3,020,000千円

13,500,000千円

10,000,000千円

10,000,000千円

9,800株

14,800株

45,000株

180,000株

280,000株

380,000株

9,800株

5,000株

30,200株

135,000株

100,000株

100,000株

＊公告掲載ＵＲＬ（www.sonpo24.co.jp/ir/）

1999年12月  6日

2000年  4月14日

2000年  9月29日

2001年  2月17日

2005年  1月24日

2007年  3月23日

新株発行数 発行済株式総数 増資額 資本の額年月日

組織3 4

（1）機構図 （2014年7月1日現在）
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長

ダイレクトアドバイスセンター

情 報 シ ス テ ム 部

商 品 業 務 部

業 務 品 質 部

損 害 サ ー ビ ス 部

経 営 企 画 部
企 画 グ ル ー プ

経 理 グ ル ー プ

販 売 企 画 部

人 事 総 務 部

販 売 代 理 推 進 部

商 品 開 発 グ ル ー プ

業 務 企 画 グ ル ー プ

チ ャ ネ ル 推 進 室

媒 介 マ ー ケ ティング 室

企 画 グ ル ー プ

開 発 グ ル ー プ

基 盤 管 理 グ ル ー プ

業 務 グ ル ー プ

フィー ルド オ フィス

東京ダイレクトサポートセンター初動グループ

東京ダイレクトサポートセンター支払グループ

（2）店舗所在地

〒170-6044 
東京都豊島区東池袋3-1-1サンシャイン60  ☎03-5957-0111（代）

本　　　　　　　社

企 画 グ ル ー プ

業 務 グ ル ー プ

コ ー ル セ ン タ ー

リ ス ク 管 理 室

お 客 さ ま 相 談 室
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役員および従業員の状況5

（1）役員の状況 （2014年6月25日現在）

（2）従業員の状況 （2014年3月31日現在）

206 名 217 名  11 名 42.0 歳 7.2 年 328 千円

2012年度末 2013年度末 増減
平均年齢 平均勤続年数

2013年度末
平均給与月額

役職名 氏　名 担当業務

社長補佐、業務品質部、損害サービス部

総括、業務監査室

岡田　幸一郎
お か だ 　 こういちろう

取締役
専務執行役員
（業務品質部長）

都筑　和宏
つ づ き 　 　 か ず ひ ろ

商品業務部、情報システム部

伊藤　健治
い と う 　 　 け ん じ

監査役

高田　  泰
た か だ 　 　  たい

販売代理推進部常務執行役員

経営企画部、人事総務部

取締役
常務執行役員
（経営企画部長）
（人事総務部長）

販売企画部、ダイレクトアドバイスセンター

千代延　郁男
ち よ の べ 　  い く お

取締役
常務執行役員

（ダイレクトアドバイスセンター長）

た に だ 　 こう い ち監査役（社外） 谷田　幸一
（エヌ・ケイ・プランニング株式会社 監査役
日宝株式会社 監査役
損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株式会社 監査役）

た む ら 　 か ず ひ さ監査役（社外） 田村　和久 （ＮＫＳＪホールディングス株式会社 経理部 課長）

執行役員
（商品業務部長）
（情報システム部長）

伊藤　達也
い と う　 　 た つ や

戸田　次郎
と だ 　 じ ろ う

（ＮＫＳＪホールディングス株式会社 経営管理部 課長）取締役（社外）

代表取締役社長
社長執行役員 原田　   肇

は ら だ   　 はじめ

（注）1. 従業員には休職者を含んでいません。
　　2.従業員の人数は、就業人員数（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含む。）を記載しています。
　　3. 平均年齢および平均勤続年数は小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで表示しています。
　　4. 平均給与月額は2014年3月の平均給与月額（時間外勤務手当を含む。）であり、賞与を含んでいません。
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6 業務または事務の受委託・子会社等の概況

（1）業務または事務の委託

　当社は、保険契約の募集（保険契約の媒介）等の業
務または事務を、明治安田生命保険相互会社、朝日生
命保険相互会社、太陽生命保険株式会社および日本
興亜損害保険株式会社に委託しています。また、損害
査定等の業務または事務を、日本興亜損害保険株式
会社に委託しています。これらの業務委託は、保険業
法第98条第1項第1号ならびに保険業法施行規則第51
条第1号および第2号の規定に基づいて行われていま
す。
　なお、明治安田生命保険相互会社、朝日生命保険相
互会社、太陽生命保険株式会社および日本興亜損害
保険株式会社は、保険業法第98条第1項および第2項
の規定に基づき業務の代理・事務の代行にかかる認
可をそれぞれ取得しています。

（2）業務または事務の受託

　当社は、保険契約の募集（保険契約の媒介）等の業
務または事務を、ペット＆ファミリー少額短期保険株
式会社より受託しています。これらの業務受託は、保険
業法第98条第2項ならびに保険業法施行規則第51条
第1号および第2号の規定に基づいて行われています。

（3）子会社等の概況

　該当事項はありません。

（1）インターネットサービス

●公式ウェブサイト
　「より見やすく、よりわかりやすく、より使いやすい」
を基本とする公式ウェブサイトでは、保険料のお見積
りからご契約の締結まで簡単にお手続きいただけま
す。ご契約者専用サイトでは継続手続きやご契約内容
の変更手続きを完了いただけます。また、保険料の目
安をすばやくご確認いただける保険料スピードチェッ
クもご用意しています。
　当社の商品・サポートのご案内、自動車保険の基
礎知識、最新のプレスリリース・お知らせなどお客さ
まの情報収集に役立つコンテンツを揃えています。

Ｕ Ｒ Ｌ
www.sonpo24.co. jp

7 会社の特色

（トップページ：2014年7月1日現在）

　当社は「お客さまに、シンプルでわかりやすい保険商品を、ご納得いただける価格でご提供すること」、「お客さまの
事故に際しては、万全のサービスをご提供すること」をポリシーとした保険会社です。個人向けリスク細分型自動車保険

「そんぽ２４自動車保険」を、媒介代理店を通してお客さまにご案内し、お申込みはお客さまが当社公式ウェブサイト・
コールセンターで直接行うビジネスモデルを展開しています。また、万一の事故に際しては、日本興亜損害保険株式会
社の全国ネットワークと連携して、お客さまに万全の事故対応サービスをご提供する体制を整えています。
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●スマートフォン用サイト
　スマートフォン利用者の利便性向上を目的に、公
式ウェブサイトの一部をスマートフォン用に最適化した

「スマートフォン用サイト」を開設しています。事故・
故障の際には、サイトの画面を3回タッチするだけで、
各種お問合せ窓口にお電話いただけるサイトになって
います。また、「GPS 現在位置特定サービス」につい
ても、スマートフォンからご利用いただくことができま
す。

アクセス方法・ご利用環境

アクセス方法

スマートフォンから検索エンジンで「そ
んぽ２４」と検索し「そんぽ２４公式サ
イト」を開くか、当社ウェブサイトアドレ
ス（www.sonpo24.co.jp）を直接入力
す る と ス マ ー ト フ ォ ン 用 の 画 面

（www.sonpo24.co.jp/sp）が開きます。

ご利用環境
（推奨環境）

・iPhone （iOS3、iOS4、iOS5） 
・Android（Android2.1、Android2.2、
  Android2.3）

●モバイルサイト
　お客さまが「いつでも」「どこでも」アクセスできる
モバイルサイト（携帯電話用公式ウェブサイト）を開
設しています。モバイルサイトでは、各種お問合せ窓
口や事故発生時の注意ポイントなどをご覧いただけま
す。また、スマートフォン用サイトと同様に「GPS 現
在位置特定サービス」もご利用いただくことができま
す。

（2）ダイレクトアドバイスセンター

　お客さまへの窓口として、「ダイレクトアドバイスセ
ンター」（コールセンター）を設置し、自動車保険に関
するお問い合わせから、保険料のお見積り、ご契約手
続き、ご契約後の各種変更手続きまで受け付けていま
す。カスタマーサービスの研修を積み重ねたプロのオ
ペレーターが、「ダイレクトアドバイザー」として、一人
ひとりのお客さまに心を込めて向き合い、お客さまの

「ひとこと、ひとこと」を丁寧にお聴きし、わかりやすく
親切な応対を心がけています。

（3）媒介代理店

　当社は、そんぽ２４自動車保険をお客さまにご紹介
する「媒介代理店」を積極的に展開しています。
　媒介代理店は、「顔の見える身近な通販型損保」とし
てお客さまに親しんでいただけるよう、お客さまと当社
との橋渡しをしています。
　このビジネスモデルは、開業以降、明治安田生命保
険相互会社、朝日生命保険相互会社、太陽生命保険株
式会社といった生命保険会社との提携を中心に順次
拡大し、2007年12月の金融機関窓口での自動車保険
販売解禁以降は、金融機関との提携も積極的に推進し
ています（2014年3月末現在で提携数は54金融機関）。
　今後も媒介代理店のビジネスモデルを推し進め、多
様化するお客さまのニーズにお応えし、お客さまの利
便性向上を図ってまいります。

（媒介代理店の詳細については、「Ⅱ．5．（3）代理店に

ついて」をご覧ください。）
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（4）全国事故対応ネットワーク

　当社では、万一の際にもお客さまにご安心いただけ
るよう、充実したサポート体制を整えています。日本興
亜損害保険株式会社の全国244か所（2014年7月1日現
在）のネットワークと連携し、お客さまの身近な拠点で
迅速かつきめ細やかな事故対応サービスをご提供し
ます。
　事故の受付は24時間365日通話無料にて承るととも
に、受付後は、事故タイプに応じて経験豊富な専門の
担当者が、責任を持って事故解決にあたります。
　また、故障など突発的なトラブル発生時も、お電話一
本で全国約9,000か所（2014年7月1日現在）の拠点から
ロードサービスをご利用いただけるほか、当社スマー
トフォン用サイト、モバイルサイトからは「GPS現在位
置特定サービス」を使ったロードサービスをご利用い
ただけます。
　このようなサービスのご提供により、当社は、お客さ
まの快適なカーライフを全力で支えるよう努めていま
す。
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8 トピックス

（1）商品・サービスの改定

　当社では、以下のとおり改定を行いました。

①ロードサービスの拡充
　2014年4月1日より、万が一の事故、故障またはトラ
ブルの際にレッカー移送や応急処置費用等を提供す
る「ロードサービス」の内容を拡充しました。

②ご契約者優待サービスの開設（インターネット専
用サービス）

　2014年4月1日よりご契約者向けの新サービス「そ
んぽ２４クラブオフ」を開設しました。「そんぽ２４ク
ラブオフ」は、国内外の宿泊施設・レジャー施設など
の優待施設を特別価格でご利用いただける、年会費
無料のご契約者向けインターネット専用サービスで
す。
※「そんぽ２４クラブオフ」は、株式会社リラックス・コ

ミュニケーションズが提供するサービスです。

③「インターネット割引」の拡大
　保険期間の初日が2014年6月1日以降のご契約よ
り、インターネットを通してご契約いただく場合の「イ
ンターネット割引」の割引率を拡大しました。

④保険料水準の見直し
　保険期間の初日が2014年6月1日以降のご契約よ
り、保険料水準の見直しを行いました。

⑤そのほかの改定
　保険期間の初日が2014年6月1日以降のご契約よ
り、わかりやすさ向上のために、お客さまに送付する

「自動車保険証券」「重要事項説明書」等の記載内容
やデザイン等を改定しました。
　保険期間の初日が2013年12月1日以降のご契約よ
り、暴力団排除条項を導入しました。

（2）お客さまキャンペーンの実施

　 そんぽ２４では「そんぽ２４自動車保険」をご契
約いただいた方に感謝の気持ちを込めて、ハナコア
ラ図書カードやカタログギフトが抽選で当たるキャン
ペーンを実施し、好評をいただきました。

①『早めのご契約でチャンス5倍そんぽ２４ご契約
ありがとうキャンペーン』
実施期間：2013年4月1日から9月30日

②『早めのご契約でチャンス5倍そんぽ２４ご契約
ありがとうキャンペーン』（第2弾）
 実施期間：2013年10月1日から2014年3月31日

（3）そんぽ２４ウェブサイトの機能拡充

　そんぽ２４の自動車保険をご契約いただいている
お客さまの利便性向上を図るため、当社ウェブサイト
において、2014年4月1日より事故の進捗状況の問い
合わせが可能となる機能を拡充しました。対応中の事
故に関する担当者へのご質問および担当者からの回
答が確認できます。
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グループ環境ポリシー

ＮＫＳＪグループは、かけがえのない地球環境を未来へ引き継ぐため、業務プロセスに環境への配慮を
組み込むとともに、ステークホルダーとの積極的な対話と協働を通じて、環境問題の解決に積極的に取り
組むことで、レジリエントで持続可能な社会づくりに貢献していきます。

《環境行動》
１．社会のレジリエンスを高めるための商品・サービスの提供 
	 自然災害リスクに備える商品・サービスを安定的に提供します。 
	 また、気候変動の影響の軽減、低炭素社会の構築、生物多様性の保全、ステークホルダーの環境配慮

行動の促進等に寄与する商品・サービスの開発・提供に努めます。  

２．バリューチェーンを含めた環境負荷の低減 
	 事業活動に伴う環境への負荷を認識し、環境関連法規制等の遵守はもとより、さまざまなステークホ

ルダーと連携・協働して、省資源、省エネルギー、資源循環に取り組むとともに、バリューチェーン全体
での環境負荷の低減に努めます。 

３．環境問題に対する意識啓発、環境・地域貢献活動の推進 
	 社会全体の環境問題に対する関心を高めるため、保険事業を中心にさまざまな事業を展開している

グループならではの知見を生かした環境関連情報を発信することで、環境保全の重要性を社会に広
く伝えていくとともに、環境教育・啓発活動に努めます。

	 また、社員ひとりひとりが「よき家庭人、よき社会人」および「地球市民」として自発的に行う環境保全
活動や地域貢献活動等を積極的に支援します。  

　上記の取り組みについて、環境目的および環境目標を定めて定期的に見直しを行い、継続的な改善に
努めます。

9 環境保全活動

　当社では持続可能な社会を実現するため、地球環
境の保全に取り組んでいます。2002年6月に日本興亜
損害保険株式会社の本社サイトで国際標準規格「ＩＳ
Ｏ14001」の認証を取得し、その後、2005年6月には、当
社を含む全国組織で認証を取得しました。
　地球温暖化の大きな原因であるCO2排出量の削減
および循環型社会形成に向けた廃棄物の削減を推進
していくために、電力使用量やコピー用紙など紙使用

量の削減について目標を設定して取り組むとともに、
エコマーク、グリーンマークの文房具購入等を推進し、
設定した目標に対してＰＤＣＡサイクルによる継続的
改善に取り組んでいます。
　今後も、以下の「グループ環境ポリシー」にのっとり、
環境保全活動を進めてまいります。
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10 社会貢献活動

（1）当社の取組み

　当社では以下の社会貢献活動を通じて、地球環境の
保全や国際貢献、地域への貢献等に取り組んでいます。

①ペットボトルキャップの回収等
　ペットボトルのキャップを回収して非営利団体に寄
付することにより、世界の子どもたちにワクチンを贈る
活動や、自動販売機の商品購入代金の一部を「緑の募
金」に寄付する活動、読み終わった本・聴かなくなった
ＣＤ等を持ち寄って国内外の教育支援等に役立てる
活動等に取り組んでいます。

②地域の清掃活動
　地域で行われる環境美化キャンペーンやグループ
で開催されるボランティアデーの取組みとして、社員有
志を募り、本社周辺の清掃活動を行っています。

③東日本大震災への対応
　当社では被災地や被災者に何が必要か、今必要とさ
れる支援のあり方について考え、被災地の移動図書館
プロジェクトへの支援や被災地の子どもたちにクリス
マスカードを贈る活動等に取り組んでいます。

④「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則
　（21世紀金融行動原則）」への署名
　当社では2011年12月に「持続可能な社会の形成に
向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）」の趣旨
に賛同し、署名を行いました。当社においてはＩＳＯ
14001環境推進活動をはじめとして、エコ安全ドライブ
の推進、リサイクル部品活用の推進等を行っています。
今後も”持続可能な社会の実現に貢献する”ことを目指
して、さらなる取組みを検討、実施してまいります。

（2）損保協会の一員としての取組み

　当社では、当社独自の社会貢献活動のほか、一般社
団法人日本損害保険協会の一員として、事故、災害お
よび犯罪の防止・軽減にむけて、さまざまな社会貢献
活動に取り組んでいます。

　主な取組みは以下のとおりです。
①交通安全対策
　■交通事故防止・被害者への支援

　自賠責保険事業から生じた運用益を以下のよ
うな自動車事故防止対策・自動車事故被害者支
援等に活用しています。

・ 自動車事故防止対策
若年者向け交通マナー教育拡充事業支援、飲酒
運転根絶事業支援等

・ 自動車事故被害者支援
高次脳機能障害者支援、脊椎損傷者支援、交通
遺児支援等

・ 救急医療体制の整備
救急外傷診療研修補助、ドクターヘリ体制整備
補助等

・ 自動車事故の医療に関する研究支援
・ 適正な保険金支払のための医療研修等

　■交通安全啓発活動
・ 交差点事故防止活動

交差点における事故低減を目的として、47都道
府県の事故多発交差点5箇所の特徴や注意点
等をまとめた「全国交通事故多発交差点マップ」
を損保協会ホームページで公開し、ドライバー
や歩行者、自転車利用者など、交差点を通行す
るすべての方への啓発を行っています。

・ 自転車事故防止活動
自転車事故の実態やルール・マナーの解説とと
もに、自転車事故による高額賠償事例や自転車
事故に備える保険などを紹介した冊子を作成
し、教育現場における講演活動などを通じ、自転
車事故防止の啓発を行っています。

・ シニアドライバーの事故防止活動
シニアドライバーによる交通事故の増加という
状況を踏まえ、自動車保険データの分析結果を
踏まえて啓発チラシを作成し、シニアドライバー
に安全運転を呼びかけています。

・ 飲酒運転防止活動
飲酒運転を許さない社会の構築と飲酒運転事
故撲滅を目指して、「飲酒運転防止マニュアル」
を作成するとともに、講習会への講師派遣やイ
ベント等における啓発展示等の活動を行ってい
ます。
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会社の現状
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②防災・自然災害対策
　■地域の安全意識の啓発

・ ‌�実践的安全教育プログラム「ぼうさい探検隊」の
普及
子どもたちが楽しみながら、まちを探検し、まち
にある防災、防犯、交通安全に関する施設・設備
を発見してマップにまとめる「ぼうさい探検隊」
の取組みを通じ、安全教育の促進を図っていま
す。

・ ‌�幼児向けの防災教育カードゲーム「ぼうさい
ダック」の作成・普及
子どもたちが実際に身体を動かし、声を出して
遊びながら、安全・安心のための第一歩を学ぶ
ことができるカードゲーム「ぼうさいダック」を
作成し、幼稚園・保育所等での実施を通じて、防
災意識の普及に取り組んでいます。

　■地域の防災力・消防力強化への取組み
・ 軽消防自動車の寄贈

地域の消防力の強化に貢献するため、小型動力
ポンプ付軽消防自動車を全国自治体や離島に
寄贈しています。

・ 防火標語の募集と防火ポスターの制作
防火意識の高揚を目的として防火標語の募集を
行い、入選作品を「全国統一防火標語」として使
用した防火ポスターを全国の消防署をはじめと
する公共機関等に掲示いただくとともに、全国
各地の防火意識の啓発・ＰＲ等に活用いただい
ております。

・ ‌�ハザードマップを活用した自然災害リスクの啓
発
自治体等が作成しているハザードマップを活用
いただき、日頃からの備えや対策を多くの方に
促すことを目的として、消費者向けの副読本を
作成するとともに、eラーニングコンテンツを損
保協会ホームページ上に公開し、啓発活動を進
めています。

③犯罪防止対策
　■盗難防止の日（10月7日）の取組み

　自動車盗難、車上ねらい、住宅侵入盗難に対す
る防止啓発を目的として10月7日を「盗難防止の
日」と定め、2003年から毎年、47都道府県の街頭
で損保社員、警察関係者などが盗難防止啓発チラ
シとノベルティを配布し、盗難防止を訴えていま
す。

　■自動車盗難の防止
　「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロ
ジェクトチーム」に2001年の発足当初から民間事
務局として盗難対策に取り組むとともに、イモビ
ライザ（自動車盗難防止装置）の標準装備や防犯
性能の高いカーナビの普及などを実現するため、
関係省庁・団体に要望提言を行っています。

　■啓発活動
　犯罪について大人と子どもが一緒に考える手
引きや、地域における防犯活動を紹介した冊子の
ほか、犯罪の手口と防止策を取りまとめた防犯啓
発ビデオなども作成し、防犯意識の高揚に取り組
んでいます。

④環境問題への取組み
　■リサイクル部品活用の推進

　限りある資源を有効利用し、産業廃棄物を削
減するとともに、地球温暖化の原因となっている
CO2の排出量を抑制することを目的として、自動
車の修理時におけるリサイクル部品の活用推進
に取り組んでいます。

　■エコ安全ドライブの推進
　環境にやさしく、安全運転にも効果がある「エ
コ安全ドライブ」の取組みを推進するため、冊子
やチラシを作成し、普及に取り組んでいます。

　■環境問題に関する目標
　地球温暖化対策としての省エネルギーや循環
型社会につながるリサイクル・廃棄物排出抑制に
向けて、二酸化炭素の削減および廃棄物の削減
に関する目標を定め、その実現に向けて取り組ん
でいます。
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1 取扱商品

①運転者本人・配偶者限定／運転者家族限定
　補償の対象となる運転者の方を、ご契約のお車を

「主に運転される方（「記名被保険者」といいます。）ご
本人およびその配偶者の方」、または「記名被保険者ご
本人、その配偶者の方またはこれらの方の同居の親族
もしくは別居の未婚の子にあたる方」に限定すること
によって、運転者の方を限定しない場合に比べて保険
料が割引となります。（割引対象となるお車は自家用普
通乗用車・自家用小型乗用車・自家用軽四輪乗用車と
なります。）

②業務使用の有無
　ご契約のお車が、年間を通じて月15日（年間180日）
以上お仕事で使用されるお車の場合は「業務使用あ
り」、この条件に該当しない場合は「業務使用なし」とし
て取り扱います。基本的には、「業務使用なし」の方が
保険料はお安くなります。

③年間走行距離区分
　ご契約時までの過去1年間にお車が走行した距離
の実績が当社所定の5区分のいずれにあてはまるかに
よって保険料が異なる取扱いとしています。走行距離
の短い区分ほど保険料はお安くなります。

④そのほかの料率区分
　上記のほか、記名被保険者の年齢・運転免許証の
色、運転者年齢条件、型式別料率クラス、車齢等に基づ
く保険料算出を行っています。

（2）シンプルでわかりやすいプランのご提供

　3つの基本補償プランをご用意しています。（詳しい内容は次の「（3）補償内容」をご覧ください。）

補償内容

補償プラン

①対人
　賠償
　保険

②対物
　賠償
　保険

③無保険車
　傷害
　保険

④人身傷害
　補償
　保険

⑤自損
　事故
　保険

⑥搭乗者
　傷害
　保険

⑦車両
　保険

主要な補償をすべてセットしたプラン ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○／ー

上記プランから搭乗者傷害保険を外したプ
ラン

○ ○ ○ ○ ※ ー ○／ー

人身傷害補償保険をセットしていないプラン ○ ○ ○ ー ○ ○ ○／ー

注）  ○は補償のあること、−は補償のないこと、○／−は補償の有無が選択可能であることを示します。
※　原則として「⑤自損事故保険」の補償内容は「④人身傷害補償保険」でカバーされます。

　当社は、リスク細分型の自動車保険『そんぽ２４自動車保険（正式名称：通信販売用総合自動車保険）』を販売して
います。
　この商品の特徴は以下のとおりです。

（1）お客さまの運転スタイルにあわせた納得の保険料

　以下のとおりさまざまな料率区分を採用し、お客さま一人ひとりの運転スタイルにあわせた納得の保険料をご提供
しています。
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①対人賠償保険
　自動車事故により他人を死傷させ、被害者の方の
負った損害に対して法律上の賠償責任を負担された
場合に、自賠責保険等で支払われる金額を超える部分
について、被害者1名につき、保険金額を限度に保険金
をお支払いします。
　なお、被害者1名につき、死亡された場合には15万
円、3日以上入院された場合には3万円を対人臨時費
用保険金として別途お支払いします。

②対物賠償保険
　自動車事故により他人の財物に与えた損害に対して
法律上の賠償責任を負担された場合に、保険金額を
限度に保険金をお支払いします。

③無保険車傷害保険
　保険を付けていない自動車や保険を付けていても
補償内容が不十分である自動車との事故等で、記名
被保険者ご本人、その配偶者の方またはこれらの方の
同居の親族もしくは別居の未婚の子にあたる方や、ご
契約のお車に搭乗中の方が死亡または後遺障害を負
い、その損害に対して相手から十分な補償を受けられ
ない場合に、被保険者1名につき、保険金額を限度に
保険金をお支払いします。

④人身傷害補償保険
　ご契約のお車に搭乗中の方が自動車事故で死傷ま
たは後遺障害を負われた場合に、その方の過失の有
無と関係なく、人身傷害補償特約記載の基準に基づい

て算出した損害額について、被保険者1名につき、保険
金額を限度に保険金をお支払いします。
　また、記名被保険者ご本人、その配偶者の方または
これらの方の同居の親族もしくは別居の未婚の子にあ
たる方については、他のお車に搭乗中や歩行中に自動
車事故にあった場合も同様に補償されます。（ご契約
のお車に搭乗中の自動車事故のみを補償するタイプ
もご用意しています。）

⑤自損事故保険
　ご契約のお車の所有者や運転者の方などが自らの
一方的な過失による事故により死傷または後遺障害
を負われ、自賠責保険による補償が受けられない場合
に、保険金をお支払いします。

⑥搭乗者傷害保険
　ご契約のお車に搭乗中の方が自動車事故で死傷ま
たは後遺障害を負われた場合に保険金をお支払いしま
す。

⑦車両保険
　ご契約のお車が偶然な事故により損傷した場合や
盗難された場合等の損害について、保険金額を限度に
保険金をお支払いします。（補償する事故を限定し、保
険料を抑えたタイプもご用意しています。）
　なお、ご契約のお車が全損となった場合には、所定
の金額を、車両全損時臨時費用保険金として別途お支
払いします。

・ 身の回り品補償特約
　ご契約のお車の車室内、トランク内に収容または
キャリアに固定された個人の身の回り品が、偶然な事
故により損傷した場合や盗難された場合等の損害に
ついて、20万円を限度に保険金をお支払いします。

・ 代車費用補償特約
　車両保険金の支払いの対象となる事故によりご契
約のお車が使用できなくなった場合に、お車の修理期
間中または買替えまでの間に発生したレンタカーなど
の代車費用の実際のご負担額に対して、5,000円×利
用日数を限度に保険金をお支払いします。なお、利用
日数には所定の制限があります。

・ 弁護士費用等補償特約
　記名被保険者ご本人、その配偶者の方またはこれら
の方の同居の親族もしくは別居の未婚の子にあたる
方、ご契約のお車に搭乗中の方やご契約のお車の所
有者の方が、自動車事故などによって死傷したり、所
有、使用または管理する財物が損傷するなどの損害を
被った場合に、相手方への損害賠償請求に際して必

要となる弁護士費用等に対して、被保険者1名につき、
300万円を限度に保険金をお支払いします。（法律相談
料については10万円を限度にお支払いします。）

・ 対物超過修理費用補償特約
　車同士の事故により相手自動車の修理費が時価額
を超過した場合に、「修理費と時価額の差額に事故に
おけるお客さまの責任の割合を乗じた額」に対して、相
手自動車1台につき、50万円を限度に保険金をお支払
いします。

・ ファミリーバイク特約
　記名被保険者ご本人、その配偶者の方またはこれら
の方の同居の親族もしくは別居の未婚の子にあたる
方が、原動機付自転車（借用原動機付自転車を含みま
す。）を運転中に起こした事故について、その原動機付
自転車をご契約のお車とみなして、ご契約のお車の契
約条件（運転者を限定する特約および運転者年齢条件
を除きます。）にしたがい、対人賠償保険、対物賠償保
険および自損事故保険を適用して、保険金をお支払い
します。

（3）補償内容

　個々の補償項目についても、お客さまにご満足いただけるように充実を図っています。具体的な補償内容は以下の
とおりです。

（4）主な特約の補償内容
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3 約款について

2 保険のしくみ

（1）保険の制度

　保険は偶然な事故による損害を補償するための制
度で、多くの方々がそれぞれのリスクに応じて保険料
を拠出し、万一の事故が発生し損害を被った場合に保
険金を受け取る相互扶助の制度です。
　偶然な事故により、一人ひとりにどれくらいの頻度で
どれだけの損害が発生するかを予測することはできま
せんが、大人数の集団になれば、過去の統計から事故
の発生頻度や損害の合計額を予測することが可能で
あり（「大数の法則」といいます。詳しくは、巻末の「損害
保険用語の解説」をご覧ください。）、このような手法か
ら保険料は算定されます。
　これにより、ご契約された方々はわずかな負担によ
り、いざというときの大きな補償を得ることができるた
め、保険の制度は安定した個人生活や企業運営のうえ
で、なくてはならないものとなっています。

（2）保険契約の性格

　保険契約は保険会社が保険事故による損害に対し

保険金をお支払いすることを約束して、ご契約された
方はその対価として保険料を支払うことを約束する契
約です。（このような契約を「有償・双務契約」といいま
す。）
　さらに、保険契約はご契約された方と保険会社の
合意のみで成立する契約でもありますが（このような
契約を「諾成契約」といいます。）、当社では、契約締結
の証として保険証券をご契約された方にお渡しして
います。

（3）再保険について

　保険会社では引受けた危険の分散を図るために、
引受けた保険契約の責任額のうち、巨大リスクを想定
した場合に自社で負担しきれない部分を他の保険会
社で引受けてもらうことがあり、これを再保険といいま
す。（引受けてもらう場合を「出再保険」、引受ける場合を

「受再保険」といいます。）
　再保険に関する当社の方針については、「Ⅲ.3.リス
ク管理態勢」をご覧ください。

（1）約款の位置づけ

　保険は目に見えない無形の商品であるため、書面で
契約内容を目に見えるようにしたものが約款であり、こ
れによりご契約された方・保険の補償を受けられる方
と保険会社の双方の権利と義務の内容が明確化され
ます。
　約款は、基本的な契約内容を定めた「普通保険約
款」と、「普通保険約款」で定められた事項を特別に補
充・変更する「特約」から構成されます。

（2）ご契約時の留意点

　ご契約にあたっては、保険契約の内容について十分
ご説明することにしていますが、ご不明な点がござい
ましたら、当社までお気軽にお問い合わせください。
　なお、当社の保険契約においては、保険証券が到着
した際にご契約内容を再度ご確認いただき、ご契約を
撤回することもできます。（「クーリングオフ制度」とい
います。後記「5.（1）契約締結のしくみ」をあわせてご覧
ください。）

（3）約款に関する情報提供方法

　商品概要については各種パンフレットおよび公式
ウェブサイトにて、ご契約にあたり特によく理解してい
ただく必要のある事項については「重要事項説明書」
にてご案内しています。
　「重要事項説明書」は、保険商品の内容をご理解い
ただくための事項である「契約概要」と、ご契約者に
とって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい
事項である「注意喚起情報」などから構成されていま
す。
　特に「注意喚起情報」は、保険契約のお申込みに際
して事実を正確にご申告いただく義務（「告知義務」と
いいます。）、ご契約後に重要な事項について変更が生
じたときには保険会社に遅滞なくご連絡いただく義務
（「通知義務」といいます。）、保険金がお支払いでき
ない主な場合、保険契約を解約される際の解約返還保
険料の取扱いなど、ご契約者に必ず目を通していただ
く必要のある事項となっています。
　また、約款については「ご契約のしおり」をご用意
し、ご契約者一人ひとりにお送りしています。
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4 保険料について

　これらの資料のお取寄せについては、お気軽に当社
までお申し付けください。また、「重要事項説明書」、
「ご契約のしおり」および「約款」につきましては、公

式ウェブサイト（www.sonpo24.co.jp）からご覧いただ
くこともできます。

（1）契約締結のしくみ

　当社では、媒介代理店、テレビ、雑誌などのマスメ
ディアおよび公式ウェブサイト等を通じて、お客さまに
当社自動車保険をご案内しています。保険契約のお申
込みは、公式ウェブサイトまたはダイレクトアドバイス
センターにて受け付けています。
　当社では、ご契約手続きに対するお客さまのご負担
を軽減させるため、ご契約のお申込みを公式ウェブサ
イト上で所定の事項をご入力いただくか、お電話で手
続きが完了するしくみとしています。なお、媒介代理店
が当社自動車保険の内容やお見積りなどをご案内し
た場合でも、お客さまご自身によるお申込み手続きが
必要となります。
　公式ウェブサイトでお申込みいただく際には、ご契
約締結前に「重要事項説明書」を必ずご確認いただけ
るようなしくみとしています。また、資料やお見積書な
どをお送りする際にも「重要事項説明書」を同封し、ご
契約いただくうえで特に重要な事項をお客さまにお知
らせしています。
　保険料のお支払は、クレジットカード払・コンビニ
払・金融機関振込払の3種類をご用意しています。
　「自動車保険証券」は、ご契約手続きが完了した時
点で郵送にてお送りしていますが、すべてのご契約に
ついて、保険証券到着の翌日から７日以内であればご
契約の撤回ができる「クーリングオフ制度」を採用して

います。

（2）契約内容の確認に関する取組みの概要

　当社では、お客さまのニーズを確実にご契約に反映
し、正しいご契約内容としていただくために、お客さま
とダイレクトアドバイスセンターとの間の通話の際の
確認手順において、運転者の年齢条件など、重要なご
契約内容について十分な確認を行うようにしていま
す。インターネットを通じたご契約につきましては、契
約締結前にご契約内容を確認いただくための画面を公
式ウェブサイト上に表示し、お客さまに十分にご確認
いただくようにしています。
　また、お見積書、保険証券またはご継続案内書をお
送りする際に各書面の見方を解説したシートを同封
し、お客さまに改めてお見積内容またはご契約内容を
ご確認いただくようにしています。

（3）代理店について

①役割と業務内容

　代理店は当社と損害保険代理店委託契約を締結し、
それに基づいて保険会社に代わりお客さまに対する
保険契約の勧誘、お申込み手続きの説明、公式ウェブ
サイトまたはダイレクトアドバイスセンターへの誘導
等の募集活動を行うことを主たる業務としています。

（1）保険料の収受・返還

　当社では保険料を所定の払込期限までに一括でお支
払いいただくこととしており、保険期間が開始しても、当
社が保険料を領収する前に生じた事故については、原
則として保険金をお支払いできません。
　保険期間中に保険契約の内容に変更が生じたとき
は、残りの保険期間および変更内容に応じて保険料を追
加でご請求したり、保険料の一部を返還することがあり
ます。また、保険契約が解約されたときは、残りの保険期
間に応じて保険料の一部を返還します。（残りの保険期

間によっては、保険料を返還できないことがあります。）

（2）保険料率

　保険料は、保険金の支払いにあてられる部分の「純
保険料率」と保険事業の運営に必要な経費にあてられ
る部分の「付加保険料率」の2つの保険料率から成り
立っています。
　自動車保険の純保険料率については、個々の保険
会社が金融庁より認可を受けたものを使用することと
なっています。

5 保険募集
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　なお、当社の取扱代理店は保険契約締結の媒介の
みを行っており、保険契約の締結、保険料の受領、契約
内容が変わった場合のご通知の受領などの権限はあ
りません。

②代理店登録
　損害保険代理店として損害保険募集を行うために
は、代理店委託契約を結ぶだけではなく、保険業法
に基づき監督官庁に登録しなければなりません。また

「代理店の役員・使用人」として保険募集を行う人も監
督官庁に届け出なければなりません。

③代理店教育
　当社では、保険募集に関するコンプライアンスや販

売知識などの研修を通じて、法令などにのっとった募
集活動を行うとともに、お客さまニーズを的確に把握
し、質の高いサービスを提供できる取扱代理店の育
成に努めています。
　また当社では、代理店登録または募集人届を行う
などの場合には、業界の自主ルールにのっとり、損保
協会が実施する「損害保険募集人一般試験」の基礎単
位の合格を要件とするなど、当社保険募集の品質向
上と消費者保護の徹底に努めています。

④代理店数
　2014年3月31日現在、当社の取扱代理店は6,913店
です。

１.  保険業法、金融商品の販売等に関する法律､ 消費者契
約法その他の関係法令・諸規則等を遵守するのはも
ちろんのこと、商品をおすすめする際にはお客さま自
身の判断において適切な商品をお選びいただけるよう､
判りやすい説明をこころがけるとともに､ 商品内容やリ
スク内容等の重要事項等について十分な説明を行いま
す。また､ お客さま一人ひとりのご要望を十分考慮し、
ふさわしい商品の提供に努めます。

２.  当社商品の勧誘は、原則としてお客さまからいただく
お電話に基づき行いますが、それ以外の場合でも、お
客さまの立場にたって､ 場所や時間帯に十分配慮した
営業活動を行います。

３.  当社インターネットホームページにつきましては、お客
さまにとってわかりやすく、見やすく、安心してご利用
いただけるよう内容の充実に努めます。

４.  お客さまのプライバシーに十分配慮し､ お客さまに関
する情報については厳正な取り扱いを行います。

５.  保険事故が発生した場合におきましては､ 保険金の支
払に際し、「迅速・親切・適正」に処理するよう努めて
まいります。

６.  教育・研修体制の充実により人材の育成をはかるなど、
お客さまの信頼にお応えするために今後とも努力して
まいります。

勧 誘 方 針

私たちは、次に掲げるルールを守り、お客さまの満足を第一とする営業活動に努めます。

（4）当社の勧誘方針

　「金融商品の販売等に関する法律」に基づく「勧誘方針」を以下のとおり定め、お客さまの視点に立った販売活動に
努めています。
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　万一お客さまが事故にあわれた場合、丁寧かつ迅速なサービスをお客さまに提供することを基本方針としています。
日本興亜損害保険株式会社の全国244か所（2014年7月1日現在）のネットワークと連携し、きめ細かい事故解決サービ
スを提供しています。

保険金お支払いのしくみ

　事故が発生してから保険金をお支払いするまでの流れは、事故の状況・内容などによってさまざまですが、一般
的な手順は以下のとおりです。

6 保険金のお支払い

●事故受付
　当社では24時間365日、専門のスタッフが事故受付を実施しており、お客さまは全
国どこからでも、通話料無料にて事故をご連絡いただけます。
　また、事故発生のご連絡を受けた際、お客さまに適切なアドバイスや今後の流れ
などについてご説明します。

●お客さま初動対応
　お客さまのご契約内容に応じて保険金請求のご案内を実施し、事故解決までの
流れをご説明しています。また、事故の相手方、関係者等へのご連絡を行うなどの対
応を開始します。

●損害の確認・事故折衝対応
　事故状況や損害状況の確認・事故折衝対応を行います。
　なお、事故の相手方にお支払いする損害がある事故の場合、当社がお客さまに代
わって示談交渉を行います。示談交渉につきましては、お客さまと事前にお打合せ
を行い、進捗状況については定期的にお客さまへお伝えします。

●保険金のお支払い
　示談成立後、保険金を早急にお支払いします。状況に応じて、お客さまや相手の
方からの請求書類などを省略（電話による確認）して、迅速な保険金のお支払いを
実施します。
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トラブル時の各種サービス7

（1）24時間事故受付サービス

（3）提携修理工場ネットワーク

（2）ロードサービス

自動車事故が発生した場合、24時間365日（夜間・
休日を問わず）全国どこからでもご連絡いただけ
ます。

24時間365日、年中無休の事故受付

24時間365日　0120-119-007（携帯・PHSからも通話無料） へご連絡ください。

カスタマーサービスの研修を受けた事故受付担
当者がお客さまに必要なアドバイスを行うこと
で、安心のサービスをご提供します。

経験豊富な受付担当者が適切にアドバイス

当社の自動車保険のすべてのご契約車両には、
ロードサービスがセットされています。
約9,000か所（2014年7月1日現在）のロードサー
ビス拠点は日本全国を網羅し、お客さまのカーラ
イフをサポートします。

日本全国約9,000か所の拠点で安心

ロードサービス内容

提携修理工場のサービス内容

自動車事故の際の緊急対応はもちろん、突発的な
故障からキー閉じ込みなどを幅広くサポートし、
24時間365日（夜間・休日を問わず）、全国どこから
でもご利用いただけます。

24時間365日、年中無休の対応

ドライブ中の事故や故障によりロードサービスをご利用される際に、スマートフォン・携帯電話のＧＰＳ機能
により、お客さまの現在位置を特定するサービスです。本サービスをご利用いただくことで旅行先などお客さ
まが不慣れな場所でトラブルにあわれた場合でも、迅速にロードサービスをご提供します。

ＧＰＳ現在位置特定サービス

24時間365日　0120-119-117（携帯・PHSからも通話無料） へご連絡ください。

（注）1．ロードサービスは、ご契約のお車のみが対象となります。ファミリーバイク特約により補償する原動機付自転車などは対象となりません。
2．ロードサービスは保険による補償そのものではなく、当社の委託先会社から提供されるサービスです。ここに記載のあるほか、各種サービスには所
定の条件があり、サービスにより一部有料となる場合があります。

3．サービスカーの出動が困難な場所でのトラブルには対応できない場合があるほか、気象状況・交通事情により到着に時間がかかる場合があります。
4．車両保険をご請求される事故により、レッカーサービスなどを利用された場合はその費用を車両保険金から支払うことがあります。
5．ロードサービスの内容は、予告なく変更する場合があります。

レッカーサービス アクシデントサポートサービス

オペレーションサービス

トラブルサポートサービス

・ キー閉じ込み ・ プラグ、ヒューズの取り替え

・ 落輪の引き上げ ・ 冷却水の補充

・ バッテリーあがり ・ オイル漏れ点検・補充

・ ガス欠時の燃料補給 ・ その他の緊急サービス

・ パンク時のスペアタイヤ交換作業

・ 宿泊費用サポート

・ 帰宅交通費サポート

・ レンタカー費用サポート

・ 旅行キャンセル費用サポート　

・ ペットケアサポート（犬・猫専用）

・ 修理完了車の自宅無料配送サポート

・ 緊急連絡代行 ・ 案内サービス

全国約800か所（2014年7月1日現在）の修理工場と提携し、質の高いさまざまなサービスをご提供しています。
車両保険にご加入されていないお客さまがご自身のご負担にて修理される場合も、これらのサービスをご利
用いただけます。

(注)お客さまがお車を手放した場合は保証が失効します。

（注）1．工場の混雑状況によって提供までにお時間をいただく場合が
　　　あります。

2．ご使用期間中のガソリン代はお客さまのご負担となります。

無料代車サービス

無料引取・納車サービス

優先修理サービス

無料洗車サービス

永久保証サービス
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2．ロードサービスは保険による補償そのものではなく、当社の委託先会社から提供されるサービスです。ここに記載のあるほか、各種サービスには所
定の条件があり、サービスにより一部有料となる場合があります。

3．サービスカーの出動が困難な場所でのトラブルには対応できない場合があるほか、気象状況・交通事情により到着に時間がかかる場合があります。
4．車両保険をご請求される事故により、レッカーサービスなどを利用された場合はその費用を車両保険金から支払うことがあります。
5．ロードサービスの内容は、予告なく変更する場合があります。

レッカーサービス アクシデントサポートサービス

オペレーションサービス

トラブルサポートサービス

・ キー閉じ込み ・ プラグ、ヒューズの取り替え

・ 落輪の引き上げ ・ 冷却水の補充

・ バッテリーあがり ・ オイル漏れ点検・補充

・ ガス欠時の燃料補給 ・ その他の緊急サービス

・ パンク時のスペアタイヤ交換作業

・ 宿泊費用サポート

・ 帰宅交通費サポート

・ レンタカー費用サポート

・ 旅行キャンセル費用サポート　

・ ペットケアサポート（犬・猫専用）

・ 修理完了車の自宅無料配送サポート

・ 緊急連絡代行 ・ 案内サービス

全国約800か所（2014年7月1日現在）の修理工場と提携し、質の高いさまざまなサービスをご提供しています。
車両保険にご加入されていないお客さまがご自身のご負担にて修理される場合も、これらのサービスをご利
用いただけます。

(注)お客さまがお車を手放した場合は保証が失効します。

（注）1．工場の混雑状況によって提供までにお時間をいただく場合が
　　　あります。

2．ご使用期間中のガソリン代はお客さまのご負担となります。

無料代車サービス

無料引取・納車サービス

優先修理サービス

無料洗車サービス

永久保証サービス

（4）ガラス修理専門業者のご紹介

　ガラスのみの修理の場合、当社が提携する自動車ガラスの専門業者のサービスをご利用いただけます。
作業スペースが確保できる場所であればお客さまのご指定先への出張修理が可能です。

※　一部、出張対応ができない地域があります。
※　作業スペース、天候などにより出張作業ができない場合があります。
※　提携修理工場ネットワークとは異なります。ガラス以外の修理は対応できません。
※　原則としてご指定の場所で出張作業を行うため、提携修理工場ネットワークのサービスはご利用いただけません。



30 31

会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

8 お客さまとのコミュニケーション

　当社は、すべての活動の原点をお客さまに置き、お電話、インターネット、アンケートなどを介して頂戴したお客さまの
声を、当社運営を進めていくうえでの原動力と位置づけ、以下の対応方針にのっとり対応しています。

お客さまの声　対応方針
《基本理念》
　お客さまの声を真摯に受け止め、迅速・適切に対応するとともに、お客さま第一をあらゆる業務の基点とし、積極的に企業活動に活かします。

《対応方針》
　１．お客さまの声を感謝と誠意を持って積極的に受け止め、すべての部門において最優先の課題と認識して、公平・公正・迅速・

適切かつ誠実にお客さまの声に対応します。
　２．お客さまにとって負担のかからない、利用しやすいお客さまの声受付窓口を設置し、窓口の連絡先、ご利用方法などを広く周

知し、お客さまの声の受付および対応の充実に努めます。
　３．お客さまの声を通じて得られた個人情報、機密情報等の情報の機密保持を徹底します。
　４．お客さまの声に関する情報を適宜、適切に集計・分析し、広く開示し、透明性のあるお客さまの声対応を実施します。
　５．お客さまの声を商品・サービス・業務運営の向上へ積極的に活かし、お客さまの声態勢を継続的に向上します。

（1）お客さまの声を業務改善・品質向上に活かす態勢

●業務品質部 お客さま相談室
お客さまの声の内容に応じて所管部門を決定し、お客さま視点による問題点を示したうえで、深度ある原因分析と
分析に基づいた実効性のある再発防止策、業務改善策の策定・実行を所管部門に指示します。また、集約・分析し
たお客さまの声の傾向やお客さまアンケート結果を「お客さま評価日本一」推進委員会に報告します。

●各所管部門における取組み
お客さまの声の内容ごとに、お客さま視点で検証し、その結果を業務改善に活かします。また対応や仕組みが不適
切であったと認められた場合には、再発防止策を策定し改善に努めます。

●「お客さま評価日本一」推進委員会
所管部門で策定・実行した業務改善策・再発防止策の妥当性について、お客さま視点で再検証を行い、必要と判断し
た場合には、スピード感のある抜本的対策の実行を所管部門に指示します。また、業務品質部で集計・分析したお客
さまの声の傾向やお客さまアンケート結果の報告を受けて、会社として取り組むべき課題を検討します。

お 客 さ ま

経営会議

取締役会

改善策

業務監査室

「お客さま評価日本一」推進委員会

お客さま相談室（業務品質部内）

取扱代理店

日本興亜損保営業店  保険金サービス拠点お客さまの声の
受付状況や改善
事例等を開示

社外機関

電話

インターネット

アンケート

所管部門

東京ダイレクトサポートセンター（事故対応の窓口）ダイレクトアドバイスセンター（ご契約関係の窓口） お客さま相談室（苦情・相談の窓口）

報告
報告

報告

報告報告

報告

指示

指示

お客さまの声
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（2）お客さまの声の受付状況

＜お客さまの声（苦情）の受付状況＞

お客さまの声の区分 代表的な事例 2013 年度受付件数

ご 契 約 の 手 続 き

お見積り・ご契約手続き 説明不足・手続き誤りなど 56

ご継続手続き 手続き誤りなど 310

ご契約の引受け 9

接客マナー 15

その他 223

商 品 ・ サ ー ビ ス

商品・サービス 商品内容・サービスの拡充など 227

お客さま向けツール（パンフレットなど） わかりにくい、字が小さい など 162

ご 契 約 の 管 理

変更手続き 手続き誤りなど 158

解約手続き 説明不足など 18

接客マナー 9

その他 96

保 険 金 の お 支 払 い

お支払額 説明不足など 37

連絡・対応 連絡遅れなど 377

お支払いの可否 2

接客マナー 27

その他 158

個 人 情 報 に 関 する も の

個人情報に関するもの 0

そ の 他

その他 47

合　　　　　　　計 1,931

●業務の改善に向けて
　当社では2013年度に1,988件のご意見・ご要望を
はじめとするお客さまの声を頂戴し、そのうち1,931
件の苦情について再発防止に努めるとともに、いた
だいたお客さまの声を活かして、業務の改善・お客
さまのニーズにあった商品・サービスの提供に努め
ています。

●よりよい事故対応サービスに向けて
　保険金をお支払いしたお客さまに対して、当社の
事故対応に関する満足度をお聴きするアンケートを
継続的に実施しています。結果は損害サービス部で

精査し、事故対応の業務改善に活かしています。
　2013年度に実施したアンケートでは、4,405件の
ご回答をいただきました。

●ロードサービスの向上に向けて
　ロードサービスをご利用いただいたお客さまに
対して、毎月一定数を抽出して当社のロードサービ
スに関する満足度についてのアンケートを継続的
に実施しています。
　結果は、ロードサービスをご提供している委託会
社とも共有し、サービス内容の改善に活かしていま
す。
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（3）お客さまの声を商品・サービスの改善に活かすための取組み　

　2013年度に実施しましたお客さまの声を反映した主な取組み内容は次のとおりです。

お客さまの声 実施内容

見積書に同封のパンフレット「納得の保険料で安心のサポー
ト」に、事故にあった場合の流れを記載して欲しい。

「納得の保険料で安心のサポート」に、事故発生時のご連絡か
ら保険金のお支払いまでの流れを記載するとともに、全体的
によりわかりやすく、見やすい内容としました。

証券に同封されているパンフレットを見やすいようにして
欲しい。

保険証券に同封のパンフレットについて、デザインや文字の大
きさを見直し、記載の内容もわかりやすくしました。また、この
お声をきっかけに見積書や継続案内書に同封するパンフレッ
トについても同様に見直しました。

重要事項説明書が小さい文字で読みにくい。大きい文字で
書いて欲しい。

重要事項説明書の文字を大きくしました。また、読みやすい書
体に変える、文字間や行間を広げるなど、さらに読みやすさに
配慮しました。

保険証券の表面に「契約内容が変わる場合はすぐにお手続き
を」とあるが、たくさん文字が書かれているのでどんな場合
に連絡するのかがわかりにくい。

保険証券に記載する情報を整理したうえでわかりやすい表
示に見直しました。また、読みやすく大きな文字を採用しま
した。

コールセンターに電話した際、冒頭に流れる自動音声案内を
明るい感じに変えたほうがよい。
また、自動音声案内からダイレクトアドバイザーへの切り替わ
るタイミングがわかりにくい。

自動音声案内を明るくするとともに、自動音声案内時にBGM
を入れダイレクトアドバイザーへの切り替わるタイミングをわ
かりやすくしました。

保険料をそんぽ２４に振込みしたが、きちんと届いているの
か不安なので、振込みの確認ができたら連絡して欲しい。

一部のお客さまに限定していた保険料お振込み完了のご連
絡を、振込み払いを選択されたすべてのお客さまへ拡大しま
した。

インターネット契約手続きで、現在の契約のノンフリート等
級を入力する欄に、満期案内に記載されている継続時のノ
ンフリート等級を入力してしまい、後で等級訂正と追加保険
料の案内が来た。注意喚起するメッセージを記載して欲しい。

ノンフリート等級を入力する欄の下に、以下のメッセージを注
意するポイントとして大きく表示しました。

〈翌年度のノンフリート等級を入力されないようにご注意ください〉
「満期案内」や「継続申込書」には、翌年度のノンフリート等
級が記載されています。
※誤って選択された場合、後日、ノンフリート等級を訂正すると

ともに、追加保険料をお支払いいただくことがあります。

中断証明書の発行のため「中断証明書発行依頼書」を提出
するのは面倒だ。

海外に出国する時など一部のケースにおいて、「中断証明書発
行依頼書」の提出を不要としました。

ロードサービスキー閉じ込みの開錠サービスについて「特殊
対応が必要な場合は有料」となっているが、自分の車は特殊
と思えず、有料となるのは納得がいかない。

無料開錠サービスの対象を「現場で対応可能なすべてのキー
の開錠」に拡充しました。
また、レッカーサービスの「ご指定の修理工場まで無料で搬送
する距離」を30㎞から100㎞へ拡大するなど、ロードサービス
のサービス内容を拡充しました。

事故の担当者へ伝えたいことがあるが、営業時間外だと電話
がつながらないので伝えることができない。

ご契約者専用サイト内の「事故経過情報の確認機能」に、対応
中の事故に関する担当者へのご質問および担当者からの回答
を確認いただける機能を追加しました。



会社の現状

32 33

会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

（4）お客さまの声を承る窓口

　以下の窓口にてお客さまの声を承っています。いただいたお客さまの声につきましては迅速・適切な対応を行い、業
務の改善に活かしています。
　公式ウェブサイトにおいてもお客さまの声を承っています。

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関
　当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協
会と手続実施基本契約を締結しています。
　同協会では、損害保険に関する一般的な相談のほか、損害保険会社の業務に関連する苦情や紛争に対応する
窓口として、「そんぽＡＤＲセンター（損害保険相談・紛争解決サポートセンター）」を設けています。受け付けた
苦情については、損害保険会社に通知して対応を求めることで当事者同士の交渉による解決を促すとともに、当
事者間で問題の解決が図れない場合には、専門の知識や経験を有する弁護士などが中立・公正な立場から和解
案を提示し、紛争解決に導きます。
　お客さまは、当社との間で問題を解決できない場合には、「そんぽＡＤＲセンター」に解決の申し立てを行うこ
とができます。
一般社団法人日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンターの連絡先は以下のとおりです。

ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）　0570-022808
IP電話やPHSから　03-4332-5241

（受付時間：平日9：15〜17：00）
　詳しくは、一般社団法人日本損害保険協会のウェブサイト（http://www.sonpo.or.jp/）をご参照ください。

そんぽＡＤＲセンター以外の損害保険業界関連の紛争解決機関
「一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構」
　自賠責保険（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払いをめぐる紛争の、公正かつ適確な解決を通して、被害者の保
護を図るために設立され、国から指定を受けた紛争処理機関として、一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構
があります。同機構では、自動車事故に係る専門的な知識を有する弁護士、医師、学識経験者などで構成する紛争処
理委員が、自賠責保険（自賠責共済）の支払内容について審査し、公正な調停を行います。同機構が取り扱うのは、あ
くまで自賠責保険（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払いをめぐる紛争に限られますので、ご注意ください。
　詳しくは、同機構のウェブサイト（http://www.jibai-adr.or.jp）をご参照ください。

「公益財団法人交通事故紛争処理センター」
　自動車保険の対人・対物賠償保険に係る損害賠償に関する紛争を解決するために、相談、和解のあっせんおよび
審査を行う機関として、公益財団法人交通事故紛争処理センターがあります。全国10か所において、専門の弁護士
が公正・中立な立場で相談・和解のあっせんを行うほか、あっせん案に同意できない場合は、法律学者、裁判官経験
者および弁護士で構成される審査会に審査を申し立てることもできます。
　詳しくは、同センターのウェブサイト（http://www.jcstad.or.jp）をご参照ください。

　また、中立・公正な立場で問題を解決する損害保険業界関連の紛争解決機関でも損害保険に関わる各種問題の解
決が図られています。

0120-474-024（携帯・PHSからも通話無料）　 受付時間：平日9：00～17：00
■「ご相談・苦情」については



Ⅲ健全な経営

会社の現状

34

会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

1 コーポレート・ガバナンス態勢

2 内部統制について

　当社は株主総会において5名の取締役を選任すると
ともに、監査役制度を採用し、監査役3名のうち2名が
社外監査役となっています。
　また、当社の重要な業務遂行を決定する機関とし
て、取締役会を設けています。
　当社は、ガバナンス強化を目的として執行役員制度
を導入し、会社全体の意思決定と各部門の業務執行の
役割とを分離し、取締役会のスリム化を通して迅速で

効率的な経営を図っています。（取締役および執行役
員の担当業務につきましては、「Ⅰ.5.（1）役員の状況」
をご覧ください。）
　また、取締役会によって決定された経営の基本方針
に基づき、会社経営全般にわたる業務の執行および統
制に関する協議ならびに連絡機関として経営会議を設
けています。

　当社は、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質の向上に資するため、関連諸法令およびグループ経営理念
等を踏まえ、「内部統制基本方針」を取締役会において決議しています。なお、基本方針に基づく統制状況について適
切に把握および検証し、体制の充実に努めています。

内部統制基本方針

１．ＮＫＳＪグループにおける業務の適正を確保するための体制 
　‌�当社は、当社およびグループ会社の業務の適正を確保するた

めに必要な体制を次のとおり整備します。 
（１）グループ経営理念、グループ行動指針、目指す企業グルー

プ像、グループ経営基本方針、グループ人事ビジョン等を
社内に示します。

（２）日本興亜損害保険株式会社との間で経営管理に関する覚
書を締結し、その内容を遵守するととともに、統制の枠組
みを定める各種基本方針等を策定および周知し、適切に
事業を運営します。

（３）経営判断に必要な情報収集・調査・検討等を行う体制を
整備すること等により経営論議の活性化を図り、グループ
の経営管理等に関する重要事項の経営判断の適正性を
確保します。

（４）「グループ内取引管理規程」を定め、重要なグループ内の
取引等を適切に把握および審査し、グループ内における
取引等の公正性および健全性を確保します。

２．職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制 

　‌�当社は、取締役、執行役員および使用人（以下、「役職員」といい
ます。）の職務の執行が法令、定款等に適合することを確保す
るために必要な体制を次のとおり整備します。 

（１）取締役会における取締役の職務執行の状況報告等を通
じて、役職員の職務の執行が法令等に適合していること
を確認します。

（２）「法令等遵守規程」を定め、コンプライアンス体制を整備
します。また、役職員の行動基準として、コンプライアン
ス・マニュアルを整備し、「ＮＫＳＪグループコンプライア

ンス行動規範」とあわせて周知徹底を図り、これらに基づ
く教育および研修を継続して実施します。

（３）コンプライアンスに関する統括部署を設置し、コンプライ
アンス課題への対応計画等を定めるコンプライアンス・
プログラムの進捗を管理します。また、リスク管理・コンプ
ライアンス委員会において、コンプライアンスの推進体
制・方法等について検討するとともに、コンプライアンス
推進状況のモニタリングを行います。

（４）不祥事件等の社内の報告、内部通報、内部監査等の制度
を整備するとともに、是正等の対応を的確に行います。

（５）「お客さまの声対応規程」を定め、実効性のあるお客さま
の声対応体制を構築します。

（６）「顧客情報取扱規程」を定め、顧客情報の管理を適切に行
います。

（７）「セキュリティポリシー」を定め、情報資産に関する適切な
管理体制を確保します。

（８）「利益相反取引管理基本方針」を定め、顧客の利益が不当
に害されるおそれのある利益相反取引の管理を適切に
行います。

（９）「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を定め、反社
会的勢力への対応体制を整備するとともに、反社会的勢
力からの不当要求の拒絶および関係の遮断に向けて、外
部専門機関とも連携し、組織として毅然と対応します。

３．戦略的リスク経営に関する体制 
　‌�当社は、ＮＫＳＪホールディングス株式会社の「グループERM

基本方針」に従い、「リスク管理基本方針」を定め、不測の損失
を極小化するとともに、資本を有効活用し、適切なリスクコント
ロールのもと収益を向上させ、グループの企業価値の最大化



会社の現状

会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

35

を図ります。その実現のために、ERM「戦略的リスク経営」に関
する体制を整備するとともに、リスクの把握および評価を含む
適切なリスク管理を行います。 

４．職務の執行が効率的かつ的確に行われることを確保するため
の体制 

　‌�当社は、役職員の職務執行が、効率的かつ的確に行われる体
制を確保するため、次のとおり、職務執行に関する権限、決裁
事項および報告事項の整備、指揮命令系統の確立、ならびに
経営資源の有効活用を行います。 

（１）年度計画等を策定し、社内で共有します。
（２）重要な業務執行に関する事項について経営会議で協議

し、取締役会の審議の効率化および実効性の向上を図り
ます。

（３）取締役会の決議事項および報告事項を整備することで取
締役会の関与すべき事項を明らかにします。

（４）規程を整備し、社内組織の目的および責任範囲を明らか
にするとともに、組織単位ごとの職務分掌、執行責任者、
職務権限の範囲等を定めます。

（５）信頼性・利便性・効率性の高い業務運営を実現するため、
「システム戦略およびシステムリスク管理に関する基本
方針」を定め、的確かつ正確なシステムを構築します。

（６）「業務継続体制構築基本方針」を定め、大規模自然災害等
の危機発生時における主要業務の継続および早期復旧
の実現を図る体制を整備し、有事における経営基盤の安
定と健全性の確保を図ります。

５．財務の健全性および財務報告の適正性を確保するための体制 
（１）当社は、ＮＫＳＪホールディングス株式会社が定める「財

務の健全性・保険計理の管理基本方針」に従い、財務の
健全性を確保するための管理体制を整備します。

（２）当社は、「ＮＫＳＪグループ財務報告に係る内部統制構
築の基本方針」に従い、当社グループの連結ベースでの
財務報告の適正性および信頼性を確保するために、財務
報告に関する内部統制の整備・運用および評価に関する
枠組みを定め、必要な体制を整備します。

６．取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存およ
び管理に関する体制 

　‌�当社は、取締役および執行役員の職務の執行に係る情報を適
切に保存および管理するため、取締役会等の重要会議の議事
録および関連資料その他取締役および執行役員の職務執行
に係る情報を保存および管理する方法を規程に定め、これに
必要な体制を整備します。 

７．内部監査の実効性を確保するための体制 
　‌�当社は、内部監査の実効性を確保するため「内部監査規程」を

定め、内部監査部門の被監査部門からの独立性、内部監査の
計画および実施、グループ会社の内部監査に関する遵守義務
等に関する事項を明確にし、これに必要な体制を整備します。 

８．監査役の監査に関する体制
　‌�当社は、監査役の監査の実効性の向上を図るため、以下の体

制を整備します。 

８－１．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求め
た場合における当該使用人に関する事項および当該使
用人の取締役からの独立性に関する事項

　‌�監査役から求められた場合は、必要な知識・経験を有する専属
の者を監査役スタッフ（監査役の職務を補助すべき使用人）と
して配置します。また、監査役スタッフを配置する場合には、監
査役スタッフに関する規程を定め、次のとおり監査役スタッフ
の執行からの独立性を確保します。 

（１）監査役スタッフの選任、解任、処遇の決定等にあたっては
常勤監査役の同意を得ることとし、監査役スタッフの人事
上の評価は常勤監査役の同意を求めることにより、取締
役からの独立性を確保します。

（２）監査役スタッフはその職務に関して監査役の指揮命令の
みに服し、取締役および執行役員等から指揮命令を受け
ないこととします。

（３）監査役スタッフは、監査役の命を受けた業務に関して必
要な情報の収集権限を有することとします。

８－２．監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制 

（１）当社は、監査役会の同意のもと、役職員が監査役に報告
すべき事項（職務の執行に関して法令・定款に違反する
重大な事実もしくは不正行為の事実または会社に著しい
損害を及ぼす可能性のある事実を含む）および時期を定
めることとし、役職員は、この定めに基づく報告、その他監
査役の要請する報告を確実に行います。なお、役職員が
監査役に当該報告を行ったことを理由として、当該役職員
に対して不利益な取扱いをしないこととします。

（２）監査役が取締役または執行役員の職務の執行に関して
意見を表明し、またはその改善を勧告したときは、当該取
締役または執行役員は、指摘事項への対応の進捗状況を
監査役に報告します。

８－３．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する
ための体制 

（１）監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議その他重
要な会議に出席し、意見を述べることができるものとしま
す。

（２）監査役が、取締役、執行役員、内部監査部門、会計監査人
およびその他監査役の職務を適切に遂行するうえで必要
な者との十分な意見交換を行う機会を確保します。また、
役職員は監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項
の報告を行います。

（３）重要な会議の議事録その他の重要書類等（電磁的記録を
含む）の閲覧について、監査役の求めに応じて対応しま
す。

（４）ＮＫＳＪホールディングス株式会社および日本興亜損害
保険株式会社の監査役の求めに応じて、当社監査役との
連携および当社役職員からの情報収集の機会を確保しま
す。
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3 リスク管理態勢

　当社は、リスク管理に関する基本方針として「リスク
管理基本方針」を取締役会で制定し、グループの一員
として、当社が抱えるリスクの状況を的確に把握したう
えで、不測の損失を回避し、適切にリスクをコントロー
ルすることにより、財務の健全性を確保するとともに、
企業価値の最大化を目的として、リスク管理態勢を整
備しています。
　当社は、事業運営上の管理すべきリスクを保険引受
リスク、資産運用リスク、流動性リスク、オペレーショナ
ル・リスク（事務リスク、システムリスク、風評リスク）に
分類し、各リスクにかかわる管理基準を定め、個々のリ
スク管理に関する態勢およびリスクを統合し管理する
態勢を整備しています。また、リスクを横断して統合的
に管理する業務品質部を設置するとともに、リスクの
特性に応じて適切に管理を行う所管部門を定めてい
ます。リスク管理の所管部門は、リスクを定性・定量の
両面から評価し、適切にコントロールするよう努めて
います。
　当社は、毎月全社のリスク管理状況を取締役会で検
証するとともに、取締役および常勤監査役などもメン
バーに含む「リスク管理・コンプライアンス委員会」を
原則年4回開催して各リスクの状況をモニタリングし、
万一顕在化した場合は早期に対処できるような態勢と
しています。（詳細につきましては、37ページをご覧く
ださい。）

自己資本管理

　当社は、会社経営の健全性を確保するため、「自己資
本管理」を行っています。具体的には、保険引受リスク、
資産運用リスク、オペレーショナル・リスク（システムリ

スク、事務リスク）の各種リスク量を統一的な尺度で計
り、これらを統合したリスク量が、経営体力の枠内に収
まるよう管理を行っています。

ストレス・テスト

　当社は、巨大災害や経済状況の急激な変化などのス
トレス事象を想定したストレス・テストを実施し、会社
の経営体力への影響を検証しています。

リスクアセスメント

　当社は、各種リスクについて、リスクを特定・評価し、
リスク認識を共有するとともに、適切にリスクをコント
ロールするため、リスクアセスメントを実施していま
す。

再保険によるリスクの分散

　保険会社では保有するリスクを分散するために再
保険というしくみを利用しています。再保険には、自社
の保有するリスクの一部を他の保険会社に引受けて
もらう場合（出再保険）と、他の保険会社の保有するリ
スクの一部を自社が引受ける場合（受再保険）とがあ
ります。
　当社では出再保険を行う場合、格付などを基準とし
て引受先となる保険会社の財務内容が健全であるこ
とを取締役会で検証するとともに、引受先となる特定
の保険会社への過度な取引集中が起こらないように、
1社あたりの取引限度額を定めています。また、当社で
は自賠責保険の共同プールへの参加を除き、受再保険
を取り扱っていません。

１．出再保険
　当社のお引受けしたご契約に関するリスクおよび再保
険マーケットの状況等を考慮のうえ、当社においても出
再保険にて保有するリスクの分散化と平均化を図ってい
ます。出再保険の手配に際しては、再保険先の信頼性と再
保険料率の安定性を十分に勘案しています。なお、当社
で補償の対象となる巨大災害としては台風などの風水災
がありますが、これに備えて当社では超過損害額再保険
による出再保険を手配しています。

　当社では限度額の約定において、風水災による過去の
最大損害額（自動車保険）を元に算出した予想最大損害
額までカバーされるようにしています。

２．受再保険
　各保険会社が共同で設置した再保険プールに参加す
る場合を除き、当社は受再保険を行わない方針としてい
ます。

再保険に関する当社の方針

※超過損害額再保険とは、一事故による累積損害額が一定の金額を超過した場合に、その超過分について約定した限度額までカバーされる再保険です。
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保険引受
リスク

商品業務部

業務品質部

①「市場リスク」
　金利の変動などにより保有資産が損失を被るリスクをいい、金利
感応度、含み損益の状況などをモニタリングしています。また、VaR
の手法により資産運用に係るリスク量（市場リスクなど）を計測し、
当社経営体力をふまえた許容限度額を設けて管理しています。
②「信用リスク」
　信用供与先（債券の発行体など）の業況悪化などから資産の価値
が減少または消失し、損失を被るリスクをいい、信用リスクの統一
的な評価指標として社内格付を設けて管理しています。当社では、
貸付金・有価証券などの市場取引については、安全を重視するた
め、社内格付でＡ格以上の格付を付与した先に限定しています。ま
た、特定の企業や企業グループに貸付金・有価証券などの与信が集
中し巨額の損失を被ることのないよう、一与信先あたりの与信限度
額を設けて管理しています。

資産運用
リスク

①「資金繰りリスク」
　巨大災害での保険金支払いなどにより、資金繰りが悪化するこ
とによって損失を被るリスクをいい、常に維持すべき流動性資産の
最低限度額を設けて管理しています。
②「市場流動性リスク」
　市場の混乱などにより、市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることによって
損失を被るリスクをいい、保有する有価証券などの運用資産につ
いて、市場の混乱などの著しい影響を受けないよう市場動向を常
に監視するなどして管理しています。

流動性
リスク

　コンピュータ・システムの障害、誤操作など、またはコンピュ
ータの不正使用により損失を被るリスクをいい、セキュリティ
ポリシー、システムリスク管理スタンダードなどの諸規程を定
め、個人情報保護の観点もふまえ適切な管理を図っています。

システム
リスク

情報システム部

経営企画部

　当社の悪評・風評の流布により、当社ならびに株主およ
び株主グループ企業へ悪影響を及ぼすリスクをいい、マ
ニュアルを整備するなどして適切な管理を図っています。

風評
リスク

業
務
監
査
室

リ
ス
ク
管
理
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

取
締
役
会

保
険
計
理
人

経
営
会
議

　経済情勢や保険事故の発生率などが保険料設定時の予測に反
して変動することにより損失を被るリスクをいい、損害率などの指
標を複数の観点からモニタリングして管理しています。また、自然
災害などによる巨大災害については、当社が算出した予想最大損
害額をカバーする再保険スキームを設定しています。

オペレー
ショナル・
リスク

　業務の過程、役職員もしくは保険募集人の活動、システムが不適
切であること、または外生的な事象により損失を被るリスクをい
い、当社では、オペレーショナル・リスクをさらに事務リスク、システ
ムリスク、風評リスクに分類し、それぞれリスクの発現の防止およ
び損失の最小化に努めています。

　役員および従業員が正確な事務を怠る、または事故・不
正などを起こすことにより損失を被るリスクをいい、リスク
管理・コンプライアンス委員会でミスの発生頻度、傾向など
を確認するとともに、原因分析、再発防止策などについて、
継続して協議・検討する態勢としています。

事務
リスク

業務品質部
■リスク管理体制の概要
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4 コンプライアンス（法令等遵守）態勢

5 監査・検査態勢

　保険会社は、社会性・公共性の高い事業であり、健全
で適切な業務運営を確保するため、より高度なコンプ
ライアンスが求められています。そのため、当社におい
てはグループの一員として、「ＮＫＳＪグループ コンプ
ライアンス基本方針」に基づき、コンプライアンス推進
態勢を構築し、コンプライアンス重視の企業風土を高
めることに努めています。
　当社では、会社全体のコンプライアンス推進の年度
計画である「コンプライアンス･プログラム」を取締役
会において策定し、各部門においては、このプログラム
に沿ってコンプライアンスの推進に取り組んでおり、そ
の取組み状況については、リスク管理・コンプライアン

ス委員会に定期的に報告することとしています。
　また、従業員一人ひとりが、「ＮＫＳＪグループ　コ
ンプライアンス行動規範」にのっとり、コンプライアン
スを大前提とした業務運営に努めており、常にお客さ
まから信頼いただける保険会社を目指しています。
　業務品質部ではコンプライアンス･マニュアルを作
成し、コンプライアンス研修などを通じ、全従業員へ
周知･徹底を図るとともに、全社的なコンプライアンス
の取組み状況を把握し、業務を適正に遂行するための
諸施策を迅速・的確に実行できるよう、態勢を整備して
います。

　当社は、保険業法第129条および第305条の定めに
より、金融庁の検査および財務省財務局の検査を受け
ることになっています。
　このほか社外の監査としては、会社法第436条第2項
第1号の規定に基づき、計算書類およびその附属明細

書について、新日本有限責任監査法人の会計監査を受
けています。また、社内の監査としては、監査役が行う
会社法上の監査と、業務監査室による内部監査があり
ます。

お 客 さ ま

ウェブサイト／コールセンター
各所管部門

業 務 品 質 部

リスク管理・コンプライアンス委員会

取締役会

経営会議
業務監査室

報告・連絡 推進・統括・指示・牽制

報告・連絡 推進・統括・指示・牽制

日
本
興
亜
損
保

連携・指示・報告

監査・指導・管理

＜委託業務に関するコンプライアンス推進＞

代理店（媒介） （ダイレクト）

そ
ん
ぽ
２４

コンプライアンス（法令等遵守）体制の概要



会社の現状

38 39

会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

6 お客さまの個人情報に関する取扱いについて

　当社では、当社の個人情報保護に関する方針を以下のとおり定め、お客さまの情報を適正に扱うよう努めています。

そんぽ２４損害保険株式会社

基本的な考え方

　当社は、ＮＫＳＪグループの一員として、ＮＫＳＪグループ　プライバシー・ポリシーのもと、個人情報を適正に取り扱うこと
が社会的責務であり重要であると認識し、「個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）」その他の
関連法令、「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」その他のガイドラインや一般社団法人日本損害保険協会の「損
害保険会社に係る個人情報保護指針」等を遵守して、お客さまの個人情報の保護に努めてまいります。

１．当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。また、法令に定める場合を除き、
お客さまの個人情報の利用目的を通知または公表し、利用目的の範囲を超えて利用しません。
　なお、利用目的はお客さまにとって明確になるよう具体的に定め、取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努めます。

２．当社は、法令に定める場合を除き、お客さまご本人の同意なく第三者に個人データを提供しません。

３．当社は、お客さまの個人データについて、漏えい、滅失またはき損の防止に努め、適切な安全管理措置を講じます。また、
お客さまの個人データの取扱いを委託する場合は、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。

４．当社は、従業者への教育・指導を徹底し、個人情報の適正な取扱いが行われるよう取り組んでまいります。

５．当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に適切かつ迅速に対応します。また、お客さまからの個人情報保護法に
もとづく保有個人データの開示、訂正等の請求に適切に対応します。

６．当社は、個人情報の取扱いおよび安全管理に係る適切な措置について、適宜見直し、改善いたします。

※個人情報、個人データ、保有個人データ等の用語の定義は、本基本方針に定めがある場合を除き、個人情報保護法および同施行令に準
拠します。

※個人情報の利用目的などの詳細については、「個人情報の取扱い」をご覧ください。
※開示、訂正等の手続の詳細については、当社ホームページに掲載の「個人情報保護法に基づく開示等請求について」をご覧ください。

個人情報の取扱い

１．個人情報の取得
　当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公
正な手段により個人情報を取得します。当社では、例
えば以下のような方法で個人情報を取得することがあ
ります。

（取得方法の例）
・保険金請求書などお客さまにご記入・ご提出いただ

く書類による取得
・お客さまにＷｅｂ画面等へご入力いただくことによる

取得＊

・コールセンター等にいただくお電話の内容を録音ま
たは記録することによる取得＊

＊当社は、インターネットまたは電話を通して取得した個人

情報については、申込書等に代わるものとして記録・録音・

保存を行っています。

２．個人情報の利用目的
　当社は、取得した個人情報を、次の目的および下
記 4. から 5. に掲げる目的（以下、「利用目的」といい
ます。）に必要な範囲を超えて利用しません。
　また、利用目的は、ホームページで公表するほか、
保険金請求書等に記載します。さらに、利用目的を変
更する場合には、その内容をご本人に通知するか、ホー
ムページ等により公表します。
①	 当社が取扱う商品の案内、募集および販売（契約

の維持・管理を含みます。）�  
当社が取扱う商品は次のとおりです。�  
・損害保険

②	 上記①に付帯、関連するサービスの案内、提供お
よび管理

③	 損害保険契約の引受審査、引受、履行および管理
④	 適正な保険金の支払

個人情報に関する取扱いについて
（個人情報保護宣言）
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⑤	 グループ会社、提携先企業等の商品およびサービ
スに関する情報の案内

⑥	 各種イベント、キャンペーン、セミナーの案内、
各種情報の提供

⑦	 再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知およ
び再保険金の請求

⑧	 市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施
等による金融商品・サービスの開発・研究

⑨	 当社職員の雇用・販売網の新設
⑩	 問い合わせ・依頼等への対応
⑪	 その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履

行するため

　利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を
取扱うときは、個人情報保護法第16条第3項各号に掲
げる場合を除き、ご本人の同意を得るものとします。

３．個人データの第三者への提供
　当社は、以下の場合を除き、ご本人の同意なく第三
者に個人データを提供しません。

・ 法令に基づく場合
・ 当社の業務遂行上必要な範囲で、保険代理店を含む

委託先に提供する場合
・ グループ会社・提携先企業との間で共同利用を行う

場合（下記「4. グループ会社・提携先企業との共同
利用」をご覧ください。）

・ 損害保険会社等との間で共同利用を行う場合（下記
「5. 情報交換制度」をご覧ください。）

４．グループ会社・提携先企業との共同利用
(1) ＮＫＳＪホールディングス株式会社によるグループ

会社の経営管理のために、ＮＫＳＪホールディング
ス株式会社とＮＫＳＪグループ各社との間で、以下
のとおり、個人データを共同して利用することがあり
ます。
①	 個人データの項目

・ ＮＫＳＪグループ各社の株主の皆さまの個人
データ : 氏名、住所、株式数等に関する情報

・ ＮＫＳＪグループ各社が保有する個人データ :
氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、
性別、生年月日、その他申込書等に記載され
た契約内容および保険事故に関する情報など
のお取引に関する情報

②	 共同利用するグループ会社の範囲
　共同して利用するグループ会社の範囲は、Ｎ
ＫＳＪホールディングス株式会社のホームペー
ジに掲載の「グループ会社一覧」をご参照くだ
さい。

③	 個人データ管理責任者
ＮＫＳＪホールディングス株式会社

(2) ＮＫＳＪグループとしての経営管理業務の遂行なら
びに当社またはＮＫＳＪグループ各社が取り扱う商
品・サービス等のお客さまへのご案内・ご提供およ
びその判断のために、当社とＮＫＳＪグループ各
社間で、以下のとおり、個人データを共同して利用
することがあります。

①	 個人データの項目
　ＮＫＳＪグループ各社が保有する個人データ :

氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、
性別、生年月日、その他申込書等に記載され
た契約内容および保険事故等に関する内容な
どのお取引に関する情報

②	 共同利用するグループ会社の範囲
　共同して利用するグループ会社の範囲は、Ｎ
ＫＳＪホールディングス株式会社のホームペー
ジに掲載の「グループ会社一覧」をご参照くだ
さい。

③	 個人データ管理責任者
ＮＫＳＪホールディングス株式会社

(3) 現時点で共同利用を行う提携先企業はありません。

５．情報交換制度
(1) 当社は、保険契約の締結または保険金の請求に際

して行われる不正行為を排除するために、損害保
険会社等との間で、個人データを共同利用します。
詳細につきましては、一般社団法人日本損害保険協
会のホームページ（http://www.sonpo.or.jp）をご
覧ください。

(2) 当社は、損害保険代理店の適切な監督や当社の職
員採用等のために、損害保険会社との間で、損害
保険代理店等の従業者に係る個人データを共同利
用します。また、損害保険代理店への委託等のた
めに、損害保険会社との間で、一般社団法人日本
損害保険協会が実施する損害保険代理店試験の合
格者等の情報に係る個人データを共同利用します。
詳細につきましては、一般社団法人日本損害保険協
会のホームページ（http://www.sonpo.or.jp）をご
覧ください。

(3) 当社は、自賠責保険に関する適正な支払のために
損害保険料率算出機構との間で、個人データを共
同利用します。詳細につきましては、損害保険料率
算出機構のホームページ（http://www.giroj.or.jp/）
をご覧ください。

６. センシティブ情報のお取扱い
　当社は、保険業法施行規則第53条の10に基づき、政
治的見解、信教（宗教、思想および信条をいいます。）、労
働組合への加盟、人種および民族、門地および本籍地、
保健医療および性生活ならびに犯罪歴に関する個人情
報（以下、「センシティブ情報」といいます。）を、次に掲げ
る場合を除くほか、取得、利用または第三者提供を行い
ません。
・保険業その他金融分野の事業の適切な業務運営を確

保する必要性から、ご本人の同意に基づき業務遂行
上必要な範囲でセンシティブ情報を取得、利用また
は第三者提供する場合

・相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限
りにおいて、センシティブ情報を取得、利用または
第三者提供する場合

・ 源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・
宗教等の団体もしくは労働組合への所属もしくは加
盟に関する従業員等のセンシティブ情報を取得、利
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用または第三者提供する場合
・法令等に基づく場合
・人の生命、身体または財産の保護のために必要があ

る場合
・公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のた

めに特に必要がある場合
・国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受

けた者が法令の定める事務を遂行することに対して
協力する必要がある場合

７．ご契約内容・事故に関するご照会
　ご契約内容に関するご照会については下記の電話
番号にお問い合わせください。ご照会者がご本人であ
ることを確認させていただいたうえで対応させていた
だきます。また、事故に関するご照会については、既
にご通知させていただいている担当部署にご本人から
直接ご照会ください。
＜ご契約内容に関する照会先＞
電　話  0120-919-200

（受付時間 平日 9:00 〜 20:00 ／土曜日 9:00 〜 17:00）

８．個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項
の通知、開示・訂正等・利用停止等
　個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事
項の通知、開示・訂正等・利用停止等に関するご請
求については、下記「11．お問い合わせ窓口」まで
お問い合わせください。
　当社は、ご請求者がご本人または代理人であること
を確認させていただくとともに、当社所定の書式にご
記入いただいたうえで手続を行い、後日、原則として
書面で回答いたします。開示請求については、回答に
あたり、当社所定の手数料をいただきます。
　当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する
情報が不正確である場合は、その結果に基づいて正
確なものに変更させていただきます。

９．個人データの安全管理措置の概要
　当社は、個人データの漏えい、滅失またはき損の防
止その他、個人データの安全管理のため、取扱規程
および安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分
なセキュリティ対策を講じるとともに、利用目的の達成
に必要とされる正確性・最新性を確保するために適切
な措置を講じています。
　安全管理措置に関するご質問は、下記「11．お問
い合わせ窓口」までお問い合わせください。

10．個人データの取扱いの委託について
　当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、
お客さまの個人データの取扱いを他の事業者に委託す
ることがあります。お客さまの個人データの取扱いを
委託する場合は、委託先の選定基準を定め、あらかじ
め委託先の情報管理体制を確認し、また委託先に対
する必要かつ適切な監督を行います。
　当社では、例えば、以下のような場合に個人データ
の取扱いを委託しています。

（委託する業務の例）
・保険契約の募集に関わる業務
・保険金支払いに関わる業務
・保険証券の作成・発送に関わる業務
・情報システムの開発・運用に関わる業務

11．お問い合わせ窓口
　当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に
対し適切・迅速に対応いたします。
　当社の個人情報の取扱いや保有個人データに関す
るご照会・ご相談、個人データの安全管理措置等に
関する質問は、下記までお問い合わせください。
　また、当社から商品のセールスに関するダイレクト
メールの送付やお電話等でのご案内を希望されない
場合は、下記までご連絡ください。
＜お問い合わせ先＞
そんぽ２４損害保険株式会社
所在地  東京都豊島区東池袋 3-1-1 

サンシャイン 60
電　話  0120-999-379

（受付時間 平日 9：00 〜 17：00）
ホームページアドレス　http://www.sonpo24.co.jp

　当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法
人日本損害保険協会の対象事業者です。同協会では、
対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情・相談
を受け付けております。
＜お問い合わせ先＞
一般社団法人 日本損害保険協会
そんぽＡＤＲセンター東京

（損害保険相談・紛争解決サポートセンター東京）
所在地 〒101-0063

東京都千代田区神田淡路町 2-105　
ワテラスアネックス　7階

電　話 03-3255-1470
（受付時間 午前9時〜午後5時、土日祝祭日および年末
年始を除く）
ホームページアドレス　http://www.sonpo.or.jp

以上
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7 反社会的勢力への対応

　当社は、以下のとおり基本方針を定め、社内外に公表しています。
　なお、取扱商品である「そんぽ２４自動車保険（通信販売用総合自動車保険）」の約款を改定し、保険期間の初日が
2013年12月1日以降のご契約より、暴力団排除条項を導入しました。

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求などに対して、毅然とした態度を堅持することによ
り、これを拒絶するとともに、反社会的勢力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維持し健全な企業経営を実現するため
に、取組基本方針および社内体制を定めています。

１．取組基本方針
当社は、反社会的勢力に対して、次に掲げる「ＮＫＳＪ
グループ 反社会的勢力への対応に関する基本方針」の
5つの取組基本方針に基づき対応します。

（1）組織としての対応
反社会的勢力への対応については、担当者や担当部
署だけに任せずに、経営陣以下組織として対応すると
ともに、役職員等の安全を確保します。

（2）反社会的勢力との関係遮断
反社会的勢力の不当要求等に対し毅然と対応し、これ
を拒絶します。また、反社会的勢力との関係を遮断す
る取組みを行います。

（3）裏取引や資金提供の禁止
反社会的勢力に対して不祥事件等を隠蔽するような
裏取引は絶対に行いません。また、いかなる理由が
あっても、反社会的勢力に対する資金提供は行いま
せん。

（4）外部専門機関との連携
反社会的勢力を排除するために、平素から、警察、弁
護士、暴力追放運動推進センター等の外部専門機関
と綿密に連携します。

（5）有事における民事と刑事の法的対応
反社会的勢力による不当要求がなされた場合等に
は、積極的に外部専門機関に相談し、あらゆる民事上
の法的対抗手段を講ずるとともに、刑事事件化を躊躇
しません。

２．社内体制の整備状況
（1）	反社会的勢力に関する情報の一元管理を目的とし

て、統括部署である業務品質部に「反社会的勢力対
応事務局」を設置しています。また、「不当要求防止
責任者」を選任し、反社会的勢力による不当要求に
対応できる体制の構築を図っています。

（2）	平素より、所轄警察署、弁護士、暴力追放運動推進セ
ンター等の外部機関との連携に努めています。

（3）	「反社会的勢力対応マニュアル」を作成し、具体的
対応に備えるとともに、社内の報告フローに関して
も規定しています。

（4）	反社会的勢力への適切な対応を確保するため、職場
単位でのミーティング・研修を実施しています。

反社会的勢力への対応に関する基本方針（概要）
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8 利益相反管理態勢

　当社は、「ＮＫＳＪグループ利益相反取引管理基本方針」に基づき当社またはグループ金融機関が行う利益相反のおそれがあ
る取引について、当社のお客さまの利益が不当に害されることがないよう、法令等およびこの方針に則り、適切に管理します。

１．対象取引および特定方法
（1）対象取引

この方針の対象とする「利益相反のおそれのある取
引」は、当社またはグループ金融機関が行う取引のう
ち、「当社のお客さまの利益を不当に害するおそれが
ある取引」をいいます。
なお、この方針における「お客さま」とは、当社または
グループ金融機関とすでに取引関係にある、または
取引関係に入る可能性のあるお客さまをいいます。
また、「グループ金融機関」とは、ＮＫＳＪホールディ
ングス株式会社の子会社または関連会社のうち、別
表に掲げる会社をいいます。

（2）対象取引の類型および特定方法
対象取引には①に掲げるような類型がありますが、対
象取引に該当するか否かの特定については、お客さ
まからの情報に基づき、②に掲げる事情その他の事
情を総合的に考慮のうえ個別に判断します。

①対象取引の類型
イ．当社のお客さまの利益と当社またはグループ金融

機関の利益が相反する取引
ロ．当社のお客さまの利益と当社またはグループ金融

機関の他のお客さまの利益が相反する取引
ハ．お客さまとの関係を通じて入手した非公開情報を

利用して当社またはグループ金融機関が利益を得
る取引

ニ．お客さまとの関係を通じて入手した非公開情報を
利用して当社またはグループ金融機関の他のお
客さまが利益を得る取引

②判断する事情
イ．お客さまが自己の利益を優先させてくれると合理

的な期待を抱く場合
ロ．お客さまの犠牲により、当社またはグループ金融

機関が経済的利益を得るかまたは経済的損失を
避ける可能性がある場合

ハ．お客さまの利益よりも他のお客さまの利益を優先
する経済的その他の誘因がある場合

２．利益相反管理方法
当社は、対象取引に該当する取引を認識した場合、当該
取引に関して次に掲げる方法その他の方法による措置
を講じて、当該お客さまの保護を適切に行うよう管理し
ます。

（1）	対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う
部門間で当該取引に係る情報について遮断を行う
方法

（2）	対象取引または当該お客さまとの取引の条件また
は方法を変更する、もしくは提供する役務を限定す
る方法

（3）	対象取引または当該お客さまとの取引を回避する方
法

（4）	対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害さ
れるおそれがあることについて、当該お客さまに適
切に開示し同意を取得する方法

３．利益相反管理体制
当社は、利益相反管理統括部門、および利益相反管理統
括者を設置し、対象取引の特定および管理を統括すると
ともに、利益相反管理態勢の検証および改善ならびに
利益相反管理に係る役職員等への教育・研修を行いま
す。

【別表】　　　　　　　　　　　　　 　 ※2014年7月1日現在

 ①　日本興亜損害保険株式会社
 ②　日本興亜クレジットサービス株式会社
 ③　株式会社損害保険ジャパン
 ④　損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険株式会社
 ⑤　セゾン自動車火災保険株式会社
 ⑥　日立キャピタル損害保険株式会社
 ⑦　損保ジャパンＤＣ証券株式会社
 ⑧　株式会社損保ジャパン・クレジット
 ⑨　安田企業投資株式会社
 ⑩　ＮＫＳＪひまわり生命保険株式会社
 ⑪　損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社
 ⑫　海外で保険事業を営むＮＫＳＪグループ会社

利益相反管理方針（概要）

　当社では、以下のとおり基本方針を定め、お客さまの利益が不当に害されることのないよう利益相反のおそれがあ
る取引について、適切な管理を行っています。
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1 当期の業績概況

平成25年度のわが国経済は、経済政策や金融緩和
等の効果により企業収益が改善し、公共投資や個人消
費が底堅く推移したことで、景気は緩やかに回復して
きました。

損害保険業界におきましては、景気回復や商品・料
率改定などにより経営環境に改善の兆しがみられまし
た。

当社におきましては、着実な収入保険料の拡大及び
高品質かつ効率的な業務運営態勢の構築を重点課題
とし、これらの達成に向けた種々の施策を展開し、着実
に実行・管理することにより、安定的な経営基盤の確立
に取り組んでまいりました。

平成25年度は「そんぽ２４ご契約ありがとうキャン
ペーン」をはじめとしたお客さま向けの各種プレゼン
トキャンペーンや、Facebookページを利用した「車と
一緒に夏をすごそう！フォトコンテスト」等を行うことに
より、より多くのお客さまに当社に触れていただく機会
の創出に引き続き取り組みました。

また、平成25年12月を保険期間の初日とする自動車
保険契約から暴力団排除条項を導入して、企業の社会
的責任を果たすことに努めるとともに、お客さま満足
度を高めるために、ロードサービス利用時の無料レッ
カー搬送距離の拡大等にも取り組みました。

当社では、これからもお客さまの安心で快適なカー
ライフを支えるため、またお客さまにさらにご満足い
ただけるように、サービスの拡大、商品内容の改善に
努めてまいります。

このような状況下で、当年度の業績は次のとおりと
なりました。

損益の状況につき、経常収益については、保険引受
収益が13,808百万円、資産運用収益が21百万円、その
他経常収益が0百万円となった結果、13,830百万円と
なり、前年度に比べて415百万円の増加となりました。
一方、経常費用については、保険引受費用が11,120
百万円、営業費及び一般管理費が3,101百万円、その
他経常費用が0百万円となった結果、14,221百万円と
なり、前年度に比べて655百万円の増加となりました。

この結果、経常損失は391百万円となり、前年度と比べ
て240百万円の増加となりました。これに特別損失、法
人税及び住民税を加算した当期純損失は400百万円と
なり、前年度と比べて236百万円の増加となりました。

保険引受の概況は次のとおりであります。
保険引受収益のうち正味収入保険料については、

13,799百万円となり、前年度に比べて6.0％の増収とな
りました。一方、保険引受費用のうち正味支払保険金
については、7,922百万円となった結果、正味損害率は
64.3％となり、前年度と比べて3.9ポイントの低下となり
ました。また、保険引受に係る営業費及び一般管理費
については、3,099百万円となった結果、正味事業費率
は29.1％となり、前年度と比べて0.6ポイントの低下と
なりました。

資産の運用につきましては、前年度に引き続き、国
債を中心とした安全な運用を行った結果、利息及び配
当金収入は30百万円となりました。

今後のわが国経済は、引き続き堅調な内需に支えら
れ、景気は緩やかに回復していくことが期待されるも
のの、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動や
海外経済の下振れなどのリスクもあり、予断を許さな
い状況であります。

当社は今後も「シンプルで分かりやすい商品」、「媒
介代理店の活用」、「日本興亜損害保険株式会社の全
国ネットワークと連携した事故対応サービス」などの
特徴を生かして、安定的な収益基盤の確保・拡大を図
り、効率的・効果的な業務運営態勢の継続、迅速かつ
適時・適切な保険金のお支払いを着実に実施するとと
もに、さらなる成長に向けた戦略を検討・実施してまい
ります。

また、ＰＤＣＡサイクルによる自主的な内部管理態
勢の構築など、コーポレートガバナンスの強化を図る
とともに、お客さまとのコミュニケーションをさらに深
化させていくことを通じて真にお客さまに信頼され、
選ばれる企業を目指してまいります。
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保険引受収益 13,808

資産運用収益  21

その他経常収益 0

保険引受費用 11,120

営業費及び一般管理費 3,101

その他経常費用 0

経常費用   14,221

経常損失   391

経常収益 13,830

特別損失 5

法人税及び住民税   3

当期純損失 400

業績のお知らせ
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●平成25年度決算のしくみ（単位：百万円）



会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

48 49

（単位：百万円）

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

正 味 収 入 保 険 料
（ 対 前 期 増 収 率 ）

9,919
（14.0%）

10,788
（8.8%）

11,919
（10.5%）

13,023
（9.3%）

13,799
（6.0%）

経 常 収 益 10,023 11,143 12,070 13,415 13,830

経 常 損 失 274 360 1,331 151 391

当 期 純 損 失 286 368 1,343 164 400

資 本 金
（ 発 行 済 株 式 総 数 ）

19,000
（380 千株）

19,000
（380 千株）

19,000
（380 千株）

19,000
（380 千株）

19,000
（380 千株）

純 資 産 額 8,269 7,795 6,577 6,388 5,979

総 資 産 額 18,463 19,059 19,743 20,484 21,703

特別勘定または積立勘定
として経理された資産額 － － － － －

責 任 準 備 金 残 高 6,204 6,690 7,312 7,866 8,319

貸 付 金 残 高 － － － － －

有 価 証 券 残 高 15,618 16,451 16,966 17,196 17,320

単 体 ソ ル ベ ン
シ ー・ マ ー ジ ン 比 率 1,924.8% 1,695.8% 822.9% 708.1% 633.9%

配 当 性 向 − − − − －

従 業 員 数 206 名 183 名 205 名 206 名 217 名

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」については、平成23年度、平成24年度および平成25年度は、平成22年内閣府令第23号、平成22年金融庁告示第48号、
平成24年内閣府令第18号および平成24年金融庁告示第33号（いずれも平成24年3月31日から適用）の改正内容を反映した基準で作成しており、平成22年
度以前は、当該改正内容を反映する前の基準で作成したものです。

2 直近の 5事業年度における主要な業務の状況を示す指標

年　度
区　分
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（1）主要な業務の状況を示す指標等

①正味収入保険料	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 増減率% 構成比% 増減率% 構成比% 増減率%

火 災 － － － － － － － － －
海 上 － － － － － － － － －
傷 害 － － － － － － － － －
自 動 車 11,726 98.4 10.4 12,798 98.3 9.1 13,547 98.2 5.9
自動車損害賠償責任 192 1.6 16.6 224 1.7 16.6 252 1.8 12.3
そ の 他 － － － － － － － － －
合 計 11,919 100.0 10.5 13,023 100.0 9.3 13,799 100.0 6.0 

（注）正味収入保険料とは、元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

②元受正味保険料	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 増減率% 構成比% 増減率% 構成比% 増減率%

火 災 － － － － － － － － －
海 上 － － － － － － － － －
傷 害 － － － － － － － － －
自 動 車 11,810 100.0 10.4 12,890 100.0 9.1 13,646 100.0 5.9
自動車損害賠償責任 － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － －
合 計 11,810 100.0 10.4 12,890 100.0 9.1 13,646 100.0 5.9 

（注）元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものをいいます。

③受再正味保険料	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 増減率% 構成比% 増減率% 構成比% 増減率%

火 災 － － － － － － － － －
海 上 － － － － － － － － －
傷 害 － － － － － － － － －
自 動 車 － － － － － － － － －
自動車損害賠償責任 192 100.0 16.6 224 100.0 16.6 252 100.0 12.3
そ の 他 － － － － － － － － －
合 計 192 100.0 16.6 224 100.0 16.6 252 100.0 12.3 

3 業務の状況を示す指標等

年　度
種　目

年　度
種　目

年　度
種　目
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④支払再保険料	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 増減率% 構成比% 増減率% 構成比% 増減率%

火 災 － － － － － － － － －
海 上 － － － － － － － － －
傷 害 － － － － － － － － －
自 動 車 83 100.0 13.0 91 100.0 9.5 99 100.0 8.6
自動車損害賠償責任 － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － －
合 計 83 100.0 13.0 91 100.0 9.5 99 100.0 8.6 

⑤解約返戻金	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
火 災 － － －
海 上 － － －
傷 害 － － －
自 動 車 124 142 167
自動車損害賠償責任 3 4 5
そ の 他 － － －
合 計 128 147 173

（注）解約返戻金とは、元受解約返戻金および受再解約返戻金の合計額をいいます。

⑥保険引受利益	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
保 険 引 受 収 益 11,927 13,031 13,808
保 険 引 受 費 用 10,546 10,574 11,120
営業費及び一般管理費 2,849 2,987 3,099
そ の 他 収 支 △ 7 0 △ 1
保 険 引 受 利 益 △ 1,476 △ 530 △ 412

（注）　1．営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額です。
　　　2．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税等相当額などです。

［保険種目別保険引受利益］	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
火 災 － － －
海 上 － － －
傷 害 － － －
自 動 車 △ 1,476 △ 530 △ 412
自動車損害賠償責任 － － －
そ の 他 － － －
合 計 △ 1,476 △ 530 △ 412

年　度
種　目

年 度種 目

年 度区 分

年 度種 目
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⑦正味支払保険金・正味損害率	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 損害率% 構成比% 損害率% 構成比% 損害率%

火 災 － － － － － － － － －
海 上 － － － － － － － － －
傷 害 － － － － － － － － －
自 動 車 7,101 96.9 67.9 7,707 97.0 67.4 7,675 96.9 63.6
自動車損害賠償責任 226 3.1 117.7 237 3.0 105.8 247 3.1 98.3
そ の 他 － － － － － － － － －
合 計 7,328 100.0 68.7 7,944 100.0 68.1 7,922 100.0 64.3 

（注）　1．正味支払保険金とは、元受および受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したものをいいます。
　　　2．正味損害率=（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

⑧元受正味保険金	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 構成比% 構成比%

火 災 － － － － － －
海 上 － － － － － －
傷 害 － － － － － －
自 動 車 7,107 100.0 7,707 100.0 7,747 100.0
自動車損害賠償責任 － － － － － －
そ の 他 － － － － － －
合 計 7,107 100.0 7,707 100.0 7,747 100.0

⑨受再正味保険金	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 構成比% 構成比%

火 災 － － － － － －
海 上 － － － － － －
傷 害 － － － － － －
自 動 車 － － － － － －
自動車損害賠償責任 226 100.0 237 100.0 247 100.0
そ の 他 － － － － － －
合 計 226 100.0 237 100.0 247 100.0

年　度
種　目

年　度
種　目

年　度
種　目
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⑩回収再保険金	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
構成比% 構成比% 構成比%

火 災 － － － － － －
海 上 － － － － － －
傷 害 － － － － － －
自 動 車 5 100.0 － － 71 100.0
自動車損害賠償責任 － － － － － －
そ の 他 － － － － － －
合 計 5 100.0 － － 71 100.0

（2）保険契約に関する指標等

①契約者配当金	 該当ありません。

②正味事業費率	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

保険引受に係る事業費 3,638 3,862 4,012

（保険引受に係る営業
費及び一般管理費） 2,849 2,987 3,099

（諸手数料及び集金費） 789 875 913

正 味 事 業 費 率 30.5% 29.7% 29.1%

（注）正味事業費率=保険引受に係る事業費÷正味収入保険料

③正味損害率、正味事業費率およびその合算率	 （単位：%）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率

火 災 － － － － － － － － －

海 上 － － － － － － － － －

傷 害 － － － － － － － － －

自 動 車 67.9 31.0 98.9 67.4 30.2 97.6 63.6 29.6 93.2

自動車損害賠償責任 117.7 － 117.7 105.8 － 105.8 98.3 － 98.3

そ の 他 － － － － － － － － －

合 計 68.7 30.5 99.2 68.1 29.7 97.8 64.3 29.1 93.3
（注）　1．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

　　　2．正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
　　　3．合算率＝正味損害率＋正味事業費率

年　度
種　目

年　度

種　目

年 度種 目
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④出再控除前の発生損害率、事業費率およびその合算率	 （単位：％）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

発 生
損 害 率 事業費率 合算率 発 生

損 害 率 事業費率 合算率 発 生
損 害 率 事業費率 合算率

火 災 － － － － － － － － －

海 上 － － － － － － － － －

傷 害 － － － － － － － － －

自 動 車 79.4 32.5 111.9 72.8 31.2 104.0 71.8 30.3 102.1

そ の 他 － － － － － － － － －

合 計 79.4 32.5 111.9 72.8 31.2 104.0 71.8 30.3 102.1 

（注）	 1．地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
	 2．発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
	 3．事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
	 4．合算率＝発生損害率＋事業費率
	 5．出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
	 6．出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額
	 7．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

⑤国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

区　　分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

国内契約 100.0% 100.0% 100.0%

海外契約 － － －

⑥出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位5社の割合
＜平成24年度＞

出再先保険会社の数 出再保険料のうち上位5社の出再先に集中している割合

2 100.0％
（注）	 1．出再先保険会社の数は、特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしています。  

2．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

＜平成25年度＞

出再先保険会社の数 出再保険料のうち上位5社の出再先に集中している割合

2 100.0％
（注）	 1．出再先保険会社の数は、特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしています。
	 2．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

⑦出再保険料の格付ごとの割合
＜平成24年度＞

格付区分 A以上 BBB 以上 その他（格付なし・不明・BB 以下） 合計

出再保険料の格付ごとの割合 100.0％ － － 100.0％

（注）	 1．特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者を対象としています。ただし、再保険プールを含んでいません。
	 2．格付区分は、スタンダード＆プアーズ（S＆P）社の格付を使用しています。
	 3．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

年　度
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＜平成25年度＞

格付区分 A以上 BBB 以上 その他（格付なし・不明・BB 以下） 合計

出再保険料の格付ごとの割合 100.0％ － － 100.0％

（注）	 1．特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者を対象としています。ただし、再保険プールを含んでいません。
	 2．格付区分は、スタンダード＆プアーズ（S＆P）社の格付を使用しています。
	 3．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

⑧未収再保険金の額

＜未収再保険金の推移（3年度）＞　	 （単位：百万円）

種目計 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

1 年度開始時の未収再保険金        － － －

2 当該年度に回収できる事由が発生した額 5 － 71

3 当該年度回収等 5 － 71

4 1＋2－3＝年度末の未収再保険金 － － －
（注）	 1．地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
	 2．第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。

（3）経理に関する指標等

①支払備金および責任準備金の額
○支払備金	 （単位：百万円）

平成 23 年度末 平成 24 年度末 平成 25 年度末

火 災 － － －

海 上 － － －

傷 害 － － －

自 動 車 3,665 3,939 4,818

自動車損害賠償責任 85 86 93

そ の 他 － － －

合 計 3,751 4,026 4,912

○責任準備金         	 （単位：百万円）

平成 23 年度末 平成 24 年度末 平成 25 年度末

火 災 － － －

海 上 － － －

傷 害 － － －

自 動 車 6,964 7,525 7,975

自動車損害賠償責任 347 341 344

そ の 他 － － －

合 計 7,312 7,866 8,319

年 度種 目

年 度種 目
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②責任準備金の残高の内訳

＜平成24年度末＞	 （単位：百万円）

普 通 責 任
準 備 金

異 常 危 険
準 備 金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準 備 金 等 計

火 災 － － － － － －

海 上 － － － － － －

傷 害 － － － － － －

自 動 車 7,114 410 － － － 7,525

自動車損害賠償責任 341 － － － － 341

そ の 他 － － － － － －

合 計 7,455 410 － － － 7,866

 
＜平成25年度末＞	 （単位：百万円）

普 通 責 任
準 備 金

異 常 危 険
準 備 金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準 備 金 等 計

火 災 － － － － － －

海 上 － － － － － －

傷 害 － － － － － －

自 動 車 7,540 434 － － － 7,975

自動車損害賠償責任 344 － － － － 344

そ の 他 － － － － － －

合 計 7,885 434 － － － 8,319

③責任準備金積立水準

　当社にて取り扱う保険契約は、保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険に係る保険契約に該当するため、積立方式
および積立率の記載をしていません。

内 訳

種 目

内 訳

種 目
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④引当金

＜平成24年度＞	 （単位：百万円）

区　　　分 平成 23年度末
残　高

平成 24 年度
増加額

平成 24 年度減少額 平成 24年度末
残　高目的使用 その他

貸　倒
引当金

一般貸倒引当金 － － － － －

個別貸倒引当金 － － － － －

特定海外債権引当勘定 － － － － －

賞 与 引 当 金 91 90 91 － 90

価 格 変 動 準 備 金 26 3 － － 30

＜平成25年度＞	 （単位：百万円）

区　　　分 平成 24年度末
残　高

平成 25 年度
増加額

平成 25 年度減少額 平成 25年度末
残　高目的使用 その他

貸　倒
引当金

一般貸倒引当金 － － － － －

個別貸倒引当金 － － － － －

特定海外債権引当勘定 － － － － －

賞 与 引 当 金 90 93 90 － 93

価 格 変 動 準 備 金 30 3 － － 33

⑤貸付金償却	 該当ありません。
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⑥損害率の上昇に対する経常損失の変動

＜平成24年度＞

損害率の上昇シナリオ すべての保険種目について、均等に発生損害率が１％上昇すると仮定しています。

計　 算　 方　 法

○増加する発生損害額＝既経過保険料× 1％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳について
　は、当年度発生事故におけるそれぞれの割合により按分しています。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決
　算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

経常損失の増加額
122 百万円
（注）異常危険準備金残高の取崩額　－　百万円

（注）　自動車損害賠償責任保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩等により相殺しています。

＜平成25年度＞

損害率の上昇シナリオ すべての保険種目について、均等に発生損害率が 1％上昇すると仮定しています。

計　 算　 方　 法

○増加する発生損害額＝既経過保険料× 1％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳について
　は、当年度発生事故におけるそれぞれの割合により按分しています。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決
　算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

経常損失の増加額
131 百万円
（注）異常危険準備金取崩額の増加額　 ー   百万円

（注）　自動車損害賠償責任保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩等により相殺しています。

⑦期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）　　　　　　　　（単位：百万円）

会 計 年 度 期 首 支 払 備 金
前 期 以 前 発 生
事 故 に 係 る
当期支払保険金

前 期 以 前 発 生
事 故 に 係 る
当期末支払備金

当 期 把 握
見 積 り 差 額

平成 21 年度 2,208 1,241 852 113

平成 22 年度 2,266 1,524 1,146 △ 403

平成 23 年度 2,764 1,736 1,354 △ 326

平成 24 年度 3,676 2,192 1,682 △ 198

平成 25 年度 4,039 2,312 1,961 △ 234

（注）　１．国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
　　　２．地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
　　　３．当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）
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⑧事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表

○自動車                                                                                                                                                                  （単位：百万円）

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累　計
保険金
+

支 払
備 金

事故発生年度末 5,554 6,492 7,692 7,871 8,327

1 年後 5,809 1.05   254 6,874 1.06   382 7,795 1.01   103 7,973 1.01   101

2 年後 5,787 1.00 △ 21 7,036 1.02   161 7,857 1.01     62

3 年後 5,787 1.00   △ 0 7,067 1.00     30

4 年後 5,759 1.00 △ 27

最 終 損 害 見 積 り 額 5,759 7,067 7,857 7,973 8,327 

累 計 保 険 金 5,713 6,767 7,368 6,962 5,434 

支 払 備 金 46 299 488 1,010 2,892 

（注）　1.　国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
　　　2.　「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度1年間で変動した倍率を記載しています。
　　　3.　「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度1年間で変動した額を記載しています。
　　　

○傷害	 該当ありません。

○賠償責任	 該当ありません。

⑨事業費  	 （単位：百万円）

区 　 　 　 分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

人 　 件 　 費 1,421 1,495 1,531

物 　 件 　 費 2,135 2,254 2,341

税 　 　 　 金 156 165 172

火災予防拠出金および
交通事故予防拠出金 － － －

保険契約者保護機構
に 対 す る 負 担 金 1 － －

諸手数料及び集金費 789 875 913

合 　 　 　 計 4,504 4,790 4,958

事故発生年度  
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（4）資産運用に関する指標等

①資産運用の概況 	 （単位：百万円）

平成 23 年度末 平成 24 年度末 平成 25 年度末
構成比% 構成比% 構成比%

預 貯 金 1,752 8.9 2,169 10.6 3,076 14.2
コ ー ル ロ ー ン － － － － － －
買 現 先 勘 定 － － － － － －
債券貸借取引支払保証金 － － － － － －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － －
商 品 有 価 証 券 － － － － － －
金 銭 の 信 託 － － － － － －
有 価 証 券 16,966 85.9 17,196 83.9 17,320 79.8
貸 付 金 － － － － － －
土 地 ・ 建 物 30 0.2 22 0.1 22 0.1
運 用 資 産 計 18,750 95.0 19,388 94.6 20,419 94.1
総 資 産 19,743 100.0 20,484 100.0 21,703 100.0

 
　

②利息配当収入の額および運用利回り	 （単位：百万円）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
利回り% 利回り% 利回り%

預 貯 金 － － － － － －
コ ー ル ロ ー ン － － － － － －
買 現 先 勘 定 － － － － － －
債券貸借取引支払保証金 － － － － － －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － －
商 品 有 価 証 券 － － － － － －
金 銭 の 信 託 － － － － － －
有 価 証 券 100 0.67 110 0.68 30 0.17
貸 付 金 － － － － － －
土 地  ・ 建 物 － － － － － －
小 計 100 0.55 110 0.59 30 0.15
そ の 他 － － －
合 計 100 110 30

（注）　利回りは［収入金額÷月平均運用額］で算出しています。

③海外投融資残高および海外投融資利回り　　　　　　　該当ありません。

④商品有価証券の平均残高および売買高	 該当ありません。

年 度
区 分

年 度
区 分
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⑤保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比	 （単位：百万円）

平成 23 年度末 平成 24 年度末 平成 25 年度末
構成比% 構成比% 構成比%

国 債 16,866 99.4 6,196 36.0 17,220 99.4
地 方 債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
株 式 － － － － － －
外 国 証 券 － － － － － －
そ の 他 の 証 券 100 0.6 11,000 64.0 100 0.6
合 計 16,966 100.0 17,196 100.0 17,320 100.0

　

⑥保有有価証券利回り	 （単位：％）

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
公 社 債 0.69 0.73 0.18
株 式 － － －
外 国 証 券 － － －
そ の 他 の 証 券 0.08 0.02 0.08
合 計 0.67 0.68 0.17

　

⑦有価証券の種類別の残存期間別残高

＜平成24年度末＞	 （単位：百万円）

区 分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10 年以下

10年超
（期間の定めの無
いものを含む）

合計

国 債 1,510 2,558 2,126 － － － 6,196
地 方 債 － － － － － － －
社 債 － － － － － － －
株 式 － － － － － － －
外 国 証 券 － － － － － － －
そ の 他 の 証 券 － － － － － 11,000 11,000
合 計 1,510 2,558 2,126 － － 11,000 17,196

＜平成25年度末＞	 （単位：百万円）

区 分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10 年以下

10年超
（期間の定めの無
いものを含む）

合計

国 債 5,007 12,213 － － － － 17,220
地 方 債 － － － － － － －
社 債 － － － － － － －
株 式 － － － － － － －
外 国 証 券 － － － － － － －
そ の 他 の 証 券 － － － － － 100 100
合 計 5,007 12,213 － － － 100 17,320

年 度

区 分

年 度区分
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⑧業種別保有株式の額	 該当ありません。

⑨貸付金の残存期間別の残高	 該当ありません。

⑩担保別貸付金残高	 該当ありません。

⑪使途別の貸付金残高および構成比	 該当ありません。

⑫業種別の貸付金残高および貸付金残高の合計に対する割合	 該当ありません。

⑬規模別の貸付金残高および貸付金残高の合計に対する割合	 該当ありません。

⑭有形固定資産および有形固定資産合計の残高	 （単位：百万円）

平成 23 年度末 平成 24 年度末 平成 25 年度末

土　　　　　　　地 － － －

営　　業　　用 － － －

　賃　　貸　　用 － － －

建　　　　　　　物 30 22 22

営　　業　　用 30 22 22

賃　　貸　　用 － － －

建　設　仮　勘　定　 － － －

営　　業　　用 － － －

賃　　貸　　用 － － －

合　　　　　　　計 30 22 22

営　　業　　用 30 22 22

賃　　貸　　用 － － －

リ　ー　ス　資　産 － － －

その他の有形固定資産 102 138 207

有 形 固 定 資 産 合 計 133 161 229

（5）特別勘定に関する指標

①特別勘定資産残高	 該当ありません。

②特別勘定資産	 該当ありません。

③特別勘定の運用収支	 該当ありません。

年 度
区分
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1 計算書類等

Ⅱ 財 産 の 状 況

（1）貸借対照表 
	 （単位：百万円）

科　　  目 平成 24 年度末
（平成25年3月31日現在）

平成 25 年度末
（平成26年3月31日現在） 科  　　目 平成 24 年度末

（平成25年3月31日現在）
平成 25 年度末

（平成26年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）

現金及び預貯金 2,169 3,076 保険契約準備金 11,892 13,232

預 貯 金 2,169 3,076 支 払 備 金 4,026 4,912

有 価 証 券 17,196 17,320 責 任 準 備 金 7,866 8,319

国 債 6,196 17,220 そ の 他 負 債 1,912 2,168

その他の証券 11,000 100 再 保 険 借 7 6

有 形 固 定 資 産 161 229 未払法人税等 40 42

建 物 22 22 預 り 金 8 8

その他の有形固定資産 138 207 未 払 金 1,103 1,219

そ の 他 資 産 957 1,075 仮 受 金 751 891

未 収 金 778 878 退職給付引当金 158 186

未 収 収 益 2 7 賞 与 引 当 金 90 93

預 託 金 166 171 特別法上の準備金 30 33

仮 払 金 11 17 価格変動準備金 30 33

繰 延 税 金 負 債 12 8

負 債 の 部 合 計 14,096 15,723

（純資産の部）

資 本 金 19,000 19,000

資 本 剰 余 金 19,000 19,000

資 本 準 備 金 19,000 19,000

利 益 剰 余 金 △ 31,639 △ 32,040

その他利益剰余金 △ 31,639 △ 32,040

（繰越利益剰余金） （△ 31,639） （△ 32,040）

株 主 資 本 合 計 6,360 5,959

その他有価証券評価差額金 27 19

評価・換算差額等合計 27 19

純資産の部合計 6,388 5,979

資 産 の 部 合 計 20,484 21,703 負債及び純資産の部合計 20,484 21,703
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（貸借対照表の注記）

１．　有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

２．　有形固定資産の減価償却は定率法によっております。

３．　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務
者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。
今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力等を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等を債権額に乗じた額を引き当てております。
また、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した業務監査室が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っております。

４．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額に基づいて計上しております。

５．　賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上しております。

６．　価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

７．　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。
なお、資産にかかる控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っております。

８．　金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項については次のとおりであります。
（１）金融商品の状況に関する事項

当社では、損害保険会社の事業が公共性、社会性の高いものであることに鑑み、安全かつ有利の原則を遵守するとともに、キャッシュフロー・マッチングの観点に
たち、極力リスクを抑制するため、預金や短期資金及び市場性のある金融商品にて資産運用を行っております。
保有する金融資産は日本国債等であり、価格変動による市場リスク及び発行体の信用状況による信用リスクを内包している他、巨大災害の発生、保険料収入の
減少などによる資金繰りの悪化や市場の混乱等によって不利な条件での資産売却や資金調達を余儀なくされる流動性リスクも内包しております。
なお、資産運用リスクの管理にあたっては、フロントオフィス、ミドルオフィス及びバックオフィスを組織的に分離することによる相互牽制機能を持たせており、ま
た、市場リスクに対する限度額の遵守状況及び各種取引の状況等について定期的に取締役会に報告を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
①現金及び預貯金   3,076   3,076 －
②有価証券 17,320 17,320 －
　　  資産計 20,397 20,397 －

注．　金融商品の時価の算定方法
①現金及び預貯金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
②有価証券

これらの時価について、国債は日本証券業協会の公社債店頭売買参考統計値の価額によっております。その他の証券（ＭＲＦ）は短期であるため、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

９．　有形固定資産の減価償却累計額は661百万円であります。

10．　関係会社に対する金銭債権総額は6百万円、金銭債務総額は883百万円であります。

11．　繰延税金負債の総額は8百万円であり、発生の原因はその他有価証券に係る評価差額金であります。
また、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が
廃止されることとなっております。
これに伴い、平成26年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.3％から30.8％と
なっております。この税率変更により、責任準備金は1百万円減少し、当期純利益は1百万円増加しております。

12．　（１）支払備金の内訳は次のとおりであります。
	 支払備金（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く）	 4,853 百万円
	 同上にかかる出再支払備金	 34 百万円
	 差引（イ）	 4,818 百万円
	 自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ）	 93 百万円
	 計（イ＋ロ）	 4,912 百万円

　　  （２）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
	 普通責任準備金（出再責任準備金控除前）	 7,548 百万円
	 同上にかかる出再責任準備金	 8 百万円
	 差引（イ）	 7,540 百万円
	 その他の責任準備金（ロ）	 779 百万円
	 計（イ＋ロ）	 8,319 百万円

13．　１株当たりの純資産額は15,735円35銭であります。
算定上の基礎である純資産の部の合計は5,979百万円、普通株式に係る期末の純資産額は5,979百万円、普通株式の期末発行済株式数は380千株であります。

14．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2）損益計算書
	 （単位：百万円）

 科　　目   平成 24 年度
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

平成 25 年度
（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

経 常 収 益 13,415 13,830

保 険 引 受 収 益 13,031 13,808

正 味 収 入 保 険 料 13,023 13,799

積 立 保 険 料 等 運 用 益 7 8

資 産 運 用 収 益 383 21

利 息 及 び 配 当 金 収 入 110 30

有 価 証 券 売 却 益 280 －

積立保険料等運用益振替 △ 7 △ 8

そ の 他 経 常 収 益 0 0

経 常 費 用 13,566 14,221

保 険 引 受 費 用 10,574 11,120

正 味 支 払 保 険 金 7,944 7,922

損 害 調 査 費 924 943

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 875 913

支 払 備 金 繰 入 額 274 886

責 任 準 備 金 繰 入 額 554 453

そ の 他 保 険 引 受 費 用 0 0

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 2,990 3,101

そ の 他 経 常 費 用 2 0

経 常 損 失 151 391

特 別 損 失 8 5

固 定 資 産 処 分 損 5 1

特別法上の準備金繰入額 3 3

(価格変動準備金繰入額 ) （3） （3）

税 引 前 当 期 純 損 失 160 396

法 人 税 及 び 住 民 税 3 3

法 人 税 等 合 計 3 3

当 期 純 損 失 164 400
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（損益計算書の注記）

１．　関係会社との取引による収益総額は 64 百万円、費用総額は 326 百万円であります。

２．	（１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
	 収入保険料	 13,898 百万円
	 支払再保険料	 99 百万円
	 差引	 13,799 百万円

	 （２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
	 支払保険金	 7,994 百万円
	 回収再保険金	 71 百万円
	 差引	 7,922 百万円

	 （３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
	 支払諸手数料及び集金費	 913 百万円
	 出再保険手数料	 ー 百万円
	 差引	 913 百万円

	 （４）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
	 支払備金繰入額（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く）	 814 百万円
	 同上にかかる出再支払備金繰入額	 △ 64 百万円
	 差引（イ）	 878 百万円
	 自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ）	 7 百万円
	 計（イ＋ロ）	 886 百万円

	 （５）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
	 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）	 402 百万円
	 同上にかかる出再責任準備金繰入額	 △ 23 百万円
	 差引（イ）	 426 百万円
	 その他の責任準備金繰入額（ロ）	 27 百万円
	 計（イ＋ロ）	 453 百万円

	 （６）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。
	 有価証券利息・配当金	 30 百万円
	 計	 30 百万円

３．　１株当たりの当期純損失は 1,054 円 01 銭であります。
　算定上の基礎である当期純損失は400百万円、普通株式に係る当期純損失は400百万円、普通株式の期中平均株式数は380千株であります。なお、普通

株主に帰属しない金額はありません。

４．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）キャッシュ・フロー計算書
	 （単位：百万円）

平成 24 年度
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

平成 25 年度
（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） △ 160 △ 396

減 価 償 却 費 56 81

支払備金の増減額（△は減少） 274 886

責任準備金の増減額（△は減少） 554 453

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26 28

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1 3

価格変動準備金の増減額（△は減少） 3 3

利 息 及 び 配 当 金 収 入 △ 110 △ 30

有価証券関係損益 ( △は益 )　 △ 280 －

有形固定資産関係損益（△は益） 5 1

その他資産(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は増加） △ 81 △ 101

その他負債(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は減少） 83 256

　 小 　 計 　 370 1,185

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 183 110

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 3 △ 3

営業活動によるキャッシュ・フロー 549 1,292

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 － △ 12,642

有価証券の売却・償還による収入 10,856 1,508

資 産 運 用 活 動 計 10,856 △ 11,133

（営業活動及び資産運用活動計） （11,406） （△ 9,840）

有形固定資産の取得による支出 △ 89 △ 151

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 10,767 △ 11,285

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー － －

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,316 △ 9,992

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 1,852 13,169

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 13,169 3,176

（キャッシュ・フロー計算書の注記）
１．　現金及び現金同等物期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
		  （平成26年3月31日現在）
	 現金及び預貯金	 3,076 百万円
	 有価証券	 17,320 百万円
	 現金同等物以外の有価証券	 △ 17,220 百万円
	 現金及び現金同等物	 3,176 百万円

２．　重要な非資金取引の内容
　非資金取引について記載すべき重要なものはありません。

３．　投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでおります。
４．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

科 目
年度
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（4）株主資本等変動計算書

＜平成24年度＞	 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 19,000 19,000 △ 31,475 6,524 52 52 6,577 

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － － △ 164 △ 164 － － △ 164 

株 主 資 本 以
外 の 項 目 の
当期変動額（純額）

－ －  － － △ 24 △ 24 △ 24 

当 期 変 動 額 合 計 － － △ 164 △ 164 △ 24 △ 24 △ 188 

当 期 末 残 高 19,000 19,000 △ 31,639 6,360 27 27 6,388 

 
＜平成25年度末＞	 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 19,000 19,000 △ 31,639 6,360 27 27 6,388 

当 期 変 動 額 － 

当 期 純 利 益 － － △ 400 △ 400 － － △ 400 

株 主 資 本 以
外 の 項 目 の
当期変動額（純額）

－ － － － △ 8 △ 8 △ 8 

当 期 変 動 額 合 計 － － △ 400 △ 400 △ 8 △ 8 △ 408 

当 期 末 残 高 19,000 19,000 △ 32,040 5,959 19 19 5,979 
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（株主資本等変動計算書の注記）
１．　発行済株式の種類及び総数	 （単位：株）

種　　類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 380,000 － － 380,000

合　　計 380,000 － － 380,000
２．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（1）破綻先債権	 該当ありません。
（2）延滞債権	 該当ありません。
（3）3カ月以上延滞債権	 該当ありません。
（4）貸付条件緩和債権	 該当ありません。

（1）破産更生債権およびこれらに準ずる債権	 該当ありません。
（2）危険債権	 該当ありません。
（3）要管理債権	 該当ありません。
（4）正常債権	 該当ありません。

2 リスク管理債権

3 債務者区分に基づいて区分された債権
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（単位：百万円）

区　　　　分 平成 24 年度末 平成 25 年度末

（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額 6,837 6,453

資本金又は基金等 6,360 5,959

価格変動準備金 30 33

危険準備金 － －

異常危険準備金 410 434

一般貸倒引当金 － －

その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 36 25

土地の含み損益 － －

払戻積立金超過額 － －

負債性資本調達手段等 － －

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額 － －

控除項目 － －

その他 － －

（Ｂ）単体リスクの合計額
　　√｛（Ｒ1＋Ｒ2）2 ＋（Ｒ3＋Ｒ4）2 ｝＋Ｒ5＋Ｒ6

1,930 2,036

一 般 保 険 リ ス ク（ Ｒ1 ） 1,678 1,793

第三分野保険の保険リスク（ Ｒ2 ） － －

予 定 利 率 リ ス ク（ Ｒ3 ） － －

資 産 運 用 リ ス ク（ Ｒ4 ） 476 378

経 営 管 理 リ ス ク（ Ｒ5 ） 68 69

巨 大 災 害 リ ス ク（ Ｒ6 ） 118 134

（Ｃ）単体ソルベンシー・マージン比率
　　［（Ａ）／｛（Ｂ）×１／２｝］×100 708.1% 633.9%

（注）　「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）および第87条（単体リスク）ならびに平成8年大蔵省
告示第50号の規定に基づいて算出された比率です。

4 単体ソルベンシー・マージン比率
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【単体ソルベンシー・マージン比率】
・ 損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立て

ていますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危
険が発生した場合でも、十分な支払能カを保持しておく必要があります。

・ こうした「通常の予測を超える危険」（表の「（Ｂ）単体リスクの合計額」）に対して「損害保険会社が保有している資本
金・準備金等の支払余力」（表の「（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額」）の割合を示す指標として、保険業法等に基
づき計算されたものが、「（Ｃ）単体ソルベンシー・マージン比率」です。

・ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、保険会社の経営の健全性を判断するため
に活用する客観的な指標のひとつですが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況
が適当である」とされています。

・ 当社における「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）
は、次に示す項目の総額です。

資本金又は基金等：貸借対照表の純資産の部の合計額から、「株主配当などの剰余金の処分として社外へ支
出する予定の金額」および「貸借対照表の評価・換算差額等」を控除した金額

価 格 変 動 準 備 金 ：貸借対照表の価格変動準備金
異 常 危 険 準 備 金：貸借対照表の責任準備金の一部である異常危険準備金および地震保険の危険準備金の合計額
その他有価証券の評価
差 額（税 効 果 控 除 前）

・ 当社における「通常の予測を超える危険」は、次に示す各種の危険の総額です。
①保険引受上の危険：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に

係る危険を除く）
（一般保険リスク）（第三分野保険の保険リスク）

②予定利率上の危険：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
（予定利率リスク）

③資産運用上の危険：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得
る危険等

（資産運用リスク）
④経営管理上の危険：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で①〜③および⑤以外のもの

（経営管理リスク）
⑤巨大災害に係る危険：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険

（巨大災害リスク）

：その他有価証券（売買目的有価証券、満期保有目的債券および関係会社株式に該当し
ないもの）の評価差額の90％（全体で評価差額がマイナスの場合は100％を算入する）
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（1）有価証券
＜平成24年度末＞
①売買目的有価証券	 該当ありません。
②満期保有目的の債券	 該当ありません。
③その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　　　類 貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え る も の

公 社 債 6,196 6,156 40
株 式 － － －
外 国 証 券 － － －
そ の 他 － － －
小 　 計 6,196 6,156 40

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え な い も の

公 社 債 － － －
株 式 － － －
外 国 証 券 － － －
そ の 他 11,000 11,000 －
小 　 計 11,000 11,000 －

合　　　　計 17,196 17,156 40

＜平成25年度末＞
①売買目的有価証券	 該当ありません。
②満期保有目的の債券	 該当ありません。
③その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　　　類 貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え る も の

公 社 債 15,713 15,684 29
株 式 － － －
外 国 証 券 － － －
そ の 他 － － －
小 　 計 15,713 15,684 29

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え な い も の

公 社 債 1,507 1,508 △ 1
株 式 － － －
外 国 証 券 － － －
そ の 他 100 100 －
小 　 計 1,607 1,608 △ 1

合　　　　計 17,320 17,292 28

（2）金銭の信託	 該当ありません。
（3）デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当す
　  るものを除く）	 該当ありません。
（4）保険業法に規定する金融等デリバティブ取引	 該当ありません。
（5）先物外国為替取引	 該当ありません。
（6）有価証券関連取引デリバティブ取引（（7）に掲げるものを除く）	 該当ありません。
（7）金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有
　  価証券先渡取引、外国金融商品市場における有価証券先
　  物取引と類似の取引	 該当ありません。

 
　当社の平成25年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）の財務諸表の適正性および作成に係る内部監
査の有効性につきましては、当社取締役社長が確認しています。

5 時価情報等

財務諸表の適正性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性について
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損 害 保 険 用 語 の 解 説

か　行

【価格変動準備金】
保険会社が保有する株式等の価格変動による損失に備えることを
目的とした準備金です。

【過失相殺】
損害賠償額の算出にあたり、損害の発生について被害者にも過失
が認められる場合に、損害額から被害者側の過失に相当する部分
を減額することをいいます。

【記名被保険者】
自動車保険において、ご契約の対象となるお車を日常主に運転さ
れる方で、保険証券の記名被保険者欄に記載されている方をいい
ます。

【契約の解除】
保険契約者または保険会社の意思により契約を消滅させることを、
解除といいます。具体的には、保険契約者からの申し出による解除

（いわゆる解約のことです。）、告知義務・通知義務違反による保険
会社からの解除などがあります。

【告知義務】
保険を契約する際に、保険会社が危険に関する重要な事項として
お伺いする事項（告知事項）について、保険契約者または被保険者
は事実を正確にご申告いただく義務があり、その義務をいいます。

さ　行

【再保険】
保険会社が引受けた元受保険契約に基づく保険金支払責任のす
べて、あるいは一部分について別の保険会社に保険を付けることで
す。再保険することを出再保険、再保険を引受けることを受再保険
といいます。

【再保険料】
再保険に際して支払われる保険料のことをいいます。

【参考純率】
任意自動車保険において、保険料のうち保険金の支払いにあてら
れる部分については、参考となる料率が損害保険料率算出機構か
ら保険会社に提供されます。この料率を参考純率といい、保険会社
は自社の純保険料率の基礎として利用することができます。

【事業費】
保険会社の事業上の経費で、「損害調査費」、「営業費及び一般管理
費」、「諸手数料及び集金費」を総称したものです。

【支払備金】
決算日までに発生した保険事故で保険金が未払いのものについ
て、保険金支払いのために積み立てる準備金のことです。

【責任準備金】
将来の保険金支払いなどの保険契約上保険会社が負う債務に対し
て、あらかじめ保険会社が積み立てる準備金のことです。

【全損】
保険の対象が完全に滅失した場合や、修理、回収に要する費用が再

調達価額または時価額を超えるような場合（当社の車両保険にお
いては、通常、ご契約金額を超える場合）のことです。前者の場合を
現実全損（「絶対全損」ともいいます。）、後者の場合を経済的全損と
いいます。

【損害てん補】
保険事故によって生じた損害に対し、保険会社が保険金を支払うこ
とをいいます。

【損害保険契約者保護機構】
引受保険会社が破綻した場合に保険金等を補償するしくみで、すべ
ての損害保険会社が加入しています。

【損害保険料率算出機構】
「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づいて、1948年に設立
された損害保険料率算定会と1964年に設立された自動車保険料
率算定会との統合により、2002年7月1日から新たに業務を開始し
た料率算出団体です。
火災保険・傷害保険・自動車保険・介護費用保険の参考純率の算
出、自動車損害賠償責任保険・地震保険の基準料率の算出および
金融庁への届け出等を行うとともに、自動車損害賠償責任保険の
損害調査を行っています。

【損害率】
支払保険金の収入保険料に対する比率をいいます。保険会社の経
営分析や保険料率の算定に用いられます。通常は正味支払保険金
に損害調査費を加えて正味収入保険料で除した割合を指します。

【そんぽＡＤＲセンター（損害保険相談・紛争解決サポートセンター）】
一般社団法人日本損害保険協会内に設置された、損害保険会社の
業務に関する苦情や紛争についての対応窓口で、保険業法に基づ
く金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関です。
受け付けた苦情については、損害保険会社に通知して対応を求め
ることで当事者同士の交渉による解決を促すとともに、当事者間で
問題の解決が図れない場合には、専門の知識や経験を有する弁護
士などが中立・公正な立場から和解案を提示し、紛争解決に導きま
す。

た　行

【大数の法則】
サイコロを振って1の目の出る確率は、振る回数を増やせば増やす
ほど6分の1に近づきます。すなわち、ある独立的に起こる事象につ
いて、それが大量に観察されればある事象の発生する確率が一定
値に近づくということであり、これを大数の法則といいます。個々人
にとっては偶発的な事故であっても、大量に観察することによって
その発生率を全体として予測できるということになります。保険料
算出の基礎数値の一つである保険事故の発生率は、大数の法則に
立脚した統計的確率にほかなりません。

【超過保険・一部保険】
契約者は保険金額（ご契約金額）を自由に定めることができます
が、保険金額が保険価額（後記「は行」参照）より少ない場合を一部
保険といい、保険金額が保険価額より多い場合を超過保険といい
ます。

【重複保険】
同一の被保険利益（保険の対象）について、保険期間の全部または
一部を共通にする複数の保険契約が存在する場合を広義の重複保
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険といい、また、複数の保険契約の保険金額の合計額が再調達価
額または時価額を超過する場合を狭義の重複保険といいます。

【通知義務】
保険を契約したあと、告知事項の内容に変更を生じさせる事実が
発生した場合に、その事実を保険契約者または被保険者は保険会
社に遅滞なくご連絡いただく義務があり、その義務をいいます。

は　行

【被保険者】
保険の補償を受けられる方、または保険の対象となる方をいいま
す。保険契約者と同一人のこともあり、別人のこともあります。

【被保険利益】
あるものに偶然な事故が発生することにより、ある人が損害を被る
恐れがある場合に、そのある人とあるものとの間にある利害関係を
被保険利益といいます。損害保険契約は損害に対し保険金をお支
払いすることを目的とすることから、その契約が有効に成立するた
めには、被保険利益の存在が前提となります。

【比例てん補】
保険価額に対する保険金額の割合をもって支払保険金を縮小して
支払うことです。

【分損】
全損に至らない損害をいいます。

【法律によって付保が義務づけられている保険】
自動車損害賠償責任保険（強制保険）のように、政策的理由から法
律等で加入することが義務づけられている保険のことをいいます。

【保険価額】
保険事故の発生により、被保険者が被る可能性のある損害の最高
限度額を意味します。

【保険期間】
保険の契約期間、すなわち保険会社の責任の存続期間です。この期
間内に保険事故が発生した場合のみ保険会社は保険金を支払い
ます。ただし、保険期間中であっても保険料の払込み以前に生じた
損害は、原則として保険金のお支払いの対象となりません。

【保険金】
保険事故により、損害が生じた場合に、保険会社が被保険者に支払
う金銭のことです。

【保険金額】
ご契約金額のことをいいます。保険事故が発生した場合に、保険会
社が支払う保険金の限度額です。その金額は、保険契約者と保険会
社との契約によって定められています。

【保険契約者】
自己の名前で保険会社に対し保険契約の申込みをする人をいいま
す。契約が成立すれば、保険料の支払義務を負います。

【保険契約準備金】
保険会社が保険契約に基づく責任を遂行するために積み立てる準
備金で、前述の支払備金および責任準備金があります。

【保険事故】
保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件として保険
金の支払いを約束した偶然な事実をいいます。交通事故によって
損害が発生することなどがその例です。

【保険の対象（「保険の目的」）】
保険を付ける対象のことをいいます。自動車保険では自動車がこれ
にあたります。

【保険引受利益】
損害保険の引受によって得られる利益をいいます。「保険引受収益」
から「保険引受費用」と「保険引受に係る営業費及び一般管理費」を
減じ、「その他収支」を加減して算出されます。

【保険約款】
保険契約の内容を定めたものです。保険約款は保険契約に共通の
契約内容を定めた普通保険約款と、個々の契約において普通保険
約款に定められた事項を特別に補充・変更する事項を定めた特約
から構成されます。

【保険料】
被保険者の被る危険を保険会社が負担するための対価として、保
険契約者が支払う金銭のことです。

【保険料即収の原則】
契約の締結と同時に保険会社が保険料の全額を領収しなければな
らないという原則のことです。

ま　行

【免責】
保険金が支払われない場合のことをいいます。保険会社は保険事
故が発生した場合には、保険金支払いの義務を負いますが、保険約
款に定められた特定の事項についてはその義務を免れることにな
っています。例えば、保険契約者等の故意による事故、地震、噴火、
津波等による事故などがあります。

【免責金額】
保険契約者の保険料負担の軽減を目的として、小損害を自己負担
にするために設定する金額のことで、免責金額を超える損害につい
ては、通常、免責金額を控除した金額が支払われます。

【元受保険料】
保険会社が元受保険契約に基づき保険契約者から受け取る保険料
のことです。
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